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Accounting Standards Committee； 以下，IASC）が設立された。その後，この IASC お
よび IASC の組織改編後の国際会計基準審議会（International Accounting Standards 
Board； 以下，IASB）より，国際会計基準（International Accounting Standards； 以























































年で，68,573 拠点で，前年比約 7.5％増となっている 3)。そして，わが国への外資系の企










このような中，企業の財務情報の国際的な基準設定を目指す IASB は，2015 年に基準の
憲法ともいうべき概念フレームワーク（Conceptual Framework）の改訂の草案を公表し
た。最初に，IASB が概念フレームワークを公表したのが 1989 年であるので，実に 26 年
ぶりの改訂である。これにより，会計基準は新しい段階へと向かおうとしている。 
現在，わが国の会計基準は，財務会計基準機構（Financial Accounting Standards 
























第 3 節 IFRS の動向と問題点 
――概念フレームワークの比較を通して―― 





















士の団体である国際会計士連盟（International Federation of Accountants：以下 IFAC）








（International Organization of Securities Commissions：以下 IOSCO）が，2000 年に
IASC が設定した IAS を正式に承認したのである。このことにより，IAS は，世界的に注
目をあびることとなった 10)。 
 そして同 2000 年に，バーゼル銀行監督委員会（Basel Committee on Banking 




以下 EC）は，2005 年までに欧州連合（European Union：以下 EU）で上場している企業
に IASC の会計基準を要求する計画を表明した。このように IASC は，各方面の支持をう
け，IAS は，グローバルスタンダードとして認められていくようになっていった。 
 この IASC は，2001 年に，基準設定機関としての機能を IASB へ承継し，IASB を監督
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する機関たる国際会計基準委員会財団（International Accounting Standards Committee 
Foundation：以下 IASCF）として組織改正した。そして，今後設定する国際会計基準は，
IFRS として示されることになる。 
 さらに，2001 年には，EC が，EU において，2005 年 1 月から EU の域内上場企業に対
して IFRS の適用を義務づけるとした 11)。ついで，米国においいても 2002 年には，FASB
と IASB との共同会議にて，「ノーウォーク合意」を発表し，米国会計基準のコンバージェ
ンスに向けた動きが急速に進展することとなった。さらに，EU においては，2009 年 1 月
12)からは，域外上場企業に対して IFRS またはこれと同等の基準の適用を義務づけること
としたのである 13)。 
そして，米国の SEC は，2008 年 11 月に米国企業に対して IFRS の適用を容認（任意適
用）・強制適用するための「ロードマップ案」（SEC[2008]）を公表し，一定の要件を満た
す企業については，2010 年初以降に提出される財務報告について IFRS 適用を容認すると
ともに，2014 年から財務報告を提出する全企業に IFRS を段階的に強制適用することの是
非について 2011 年までに決定する案を提出している。 




マップ案で提案された 2009 年からの任意適用の開始は見送られている。 
 そして，2011 年 5 月には，SEC が，米国の財務報告制度に IFRS を組み込むための一
つの方法論をまとめたスタッフペーパー「編入可能な方法の探究（Exploring a Possible 
Method of Incorporation）」を公表する。さらに，SEC は，同年 11 月には，「実務におけ
る IFRS の分析（An Analysis of IFRS in Practice）」および「米国会計基準と IFRS の比




 なお，2012 年 7 月に，ワークプランで特定された領域に関する SEC スタッフの調査結
果をまとめた最終報告書が公表されている。ただし，この報告書は，米国の財務報告制度
に IFRS を組み込むか否かを判断する際の情報を提供することを目的としており，IFRS




 そして，IASB は，2015 年 8 月「2015 年アジェンダ協議」後の財務報告の形成に向け
て，IASB の作業計画についての優先順位が適切かどうか，IASB が識別したプロジェクト
15)が IFRS の改善のための最も緊急性の高い領域かどうかについて意見を募集している 16)。
それでは次に，我が国の IFRS への対応を概観する。 
 
3.2 IFRS へのわが国の対応 







FASF の中に ASBJ が設置された。この ASBJ は，2004 年に討議資料『財務会計の概念
フレームワーク』を公表するとともに，2005 年には IASB と IFRS との収斂（コンバージ
ェンス：Convergence）に向けた合意をし，2007 年には，わが国の会計基準を IASB と全
面共通化するという主旨，いわゆる 2011 年 6 月末までの差異を解消する旨の合意たる「東
京合意」を発表した。 










- 8 - 
 
る国際会計基準の取扱いについて（中間報告）』を公表し，2010 年 3 月期（年度）から，
国際的な財務・事業活動を行っている上場企業の連結財務諸表に IFRS の任意適用を認め，
強制適用については，2012 年を目途に判断し，適用するとなった場合は，2015 年又は 2016
年に適用を開始するとしている。 
なお，この IFRS の適用については，アメリカが，IFRS の強制適用を見送った等の理由
により，我が国においても，2011 年 6 月の金融担当大臣自見正二郎氏の談話にあるよう
に，現在では，IFRS の全面適用は見送られている 18)。 
 
3.3 概念フレームワークの改訂からみる IFRS の問題点 
――財務報告の目的，質的特性，および構成要素に焦点をあてて―― 




3.3.1 IASB の概念フレームワークの設定と改訂 
 IASB の概念フレームワークは，IASC が案として 1989 年に『概念フレームワーク
（Framework for the Preparation and Presentation of Financial Statements）』〔以下，
概念フレームワーク（IASC1989）〕を公表し，後に IASC が 2001 年に IASB に組織替え
した際に正式に採用された。 
この概念フレームワークの作成の流れは，米国の会計基準設定主体である FASB が 1970
年代から 1980 年代にかけて公表した『Statement of Financial Concepts (以下，SFAC)』
に観ることができる 19)。さらに，この概念フレームワークは，より国際力を高めるために
イギリスの会計基準審議会（Accounting Standards Board：以下，ASB）やアメリカの
FASB との共同プロジェクト 20)を実施し，2010 年には『財務報告に関する概念フレーム
ワーク 2010（Conceptual Framework for Financial Reporting 2010）』として改訂された
概念フレームワークが公表されている 21)。 
さらに，2013 年には，討議資料（Discussion Paper）『財務報告に関する概念フレーム
ワークの見直し（A Review of the Conceptual Framework for Financial Reporting）』が
公表され，2014 年 1 月 14 日までにコメントが集められた。その後，2015 年 5 月には，
公開草案（Exposure Draft）『財務報告に関する概念フレームワーク（Conceptual 
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Framework for Financial Reporting）』が公表され，2015 年 10 月 26 日までのコメント
期限を経て，現在最終調整を行っている段階である。 
今回の IASB の公開草案『財務報告に関する概念フレームワーク（Conceptual 




理由を示している。そして，この公開草案は，IASB が FASB と共同のプロジェクトの成





































































































































【表 0-1】 概念フレームワーク（IASC1989）と（IASB2015）の構成要素の比較 
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こで，資産，負債，及び持分の関係の等式を示せば，次のとおりになる。 
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 そこで，第 1 章において，伝統的な企業会計の測定構造について検討を行う。その際に
は，まず，近代の企業会計の理論の基礎を作ったとされる H. A. Finney の見解を取り上げ
たい。  
Finney は，1923 年に『Principle of Accounting』の初版を出版している。その後，Finney
の論理は，Miller との共著において受け継がれ，さらに新たな著者たちにも息吹を与え，















解明することに主眼をおく考察である。」（杉本[1991] 49-50 頁） 
そこで，第 1 章では，会計測定構造を構文論的アプローチと意味論的アプローチを採用
して，章を展開していく。 
第 2 章では，キャッシュ・フロー計算書の概念，勘定体系について，第 1 章で明らかと
なった企業会計の測定構造に則しながら，意味論的アプローチをもって考察を行っていく。




of Financial Accounting Standards； 以下，SFAS）第 95 号『キャッシュ・フロー計算書
（Statement of Cash Flows）』が，財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards 
Board； 以下，FASB）より公表され，制度化された。さらに，国際的には，1994 年に国










包括利益計算書は，アメリカでは，SFAS 第 130 号『包括利益の報告（Reporting 
Comprehensive income）』が，1997 年に，FASB により公表されており，国際的には，





















教育プログラム』，佐賀大学，2010 年，48-62 頁。（一部） 
・「新学習指導要領における利益観の一考察―利益計算書の構造に関わらしめて―」，『日本
商業教育学会九州部会論集』第 9 号，2010 年，17-34 頁。（一部） 
・「IFRSs 導入と初学者への簿記教育」『日本簿記学会年報』第 76 巻第 27 号，2012 年，
146-154 頁，（査読有）。（一部） 
第 1 章 
・「会計測定構造と会計文作成プロセス」，『日本商業教育学会九州部会論集』第 4・5 合併
号，2000 年，37-42 頁。 
第 2 章 
・「会計測定と資金計算制度─アメリカの資金計算書制度化の問題点を探る─」佐賀大学経
済学会『経済学会のしおり』，第 35 号，1995 年，23-44 頁。 
・「第 3 章 キャッシュ・フロー計算書の位置づけとその構造―「第 3 の基本的財務表」
としての位置づけをめざして―」105-144 頁。（佐賀大学簿記論研究室編『会計測定
の国際的調和―簿記会計の新たな礎を求めて―』，洋学堂書店，2002 年。） 
第 3 章 
・  “A Study on a Statement of Comprehensive Income －Relating the problem of 
Recycling－,” The International Symposium on Society for Social Management 
Systems 2008 ― Infrastructure and Environment ― , Society for Social 
Management Systems, (SMS08-106), 2008. 
・「包括利益計算書と実現概念―包括利益のリサイクリングを中心として―」，『産業經理』
第 68 巻第 2 号，2008 年，114-122 頁。 
・「新学習指導要領における利益観の一考察―利益計算書の構造に関わらしめて―」，『日本
商業教育学会九州部会論集』第 9 号，2010 年，17-34 頁。（一部） 
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・「包括利益計算書の構造と作成プロセスの問題点―その他の包括利益のリサイクリング
に関わらしめて―」『中村学園大学・短期大学部紀要』第 47 号，2015 年，（査読有）。 
 
＜注記＞ 








3）外務省報道発表，「海外在留邦人数・進出日系企業数の調査結果（平成 27 年要約版）」，平成 27 年 6
月 22 日。（http://www.mofa.go.jp/press/re;ease/press4_002235.html）。 
4）帝国データバンク「特別企画：外資系企業動向調査」2014 年 2 月 6 日。 
 5）IFRS の全面的な採用（adoption）については，2012 年にいったん見送られているが，日本基準と
IFRS との調整として，ASBJ と IASB の定期的な会合を開いている。 
 6）国際的な会計基準である国際財務報告基準（IFRS）の国際会計基準（IAS）の第 1 号「財務諸表の表






 7）IFRS においては，注 6 のように，財政状態計算書（a statement of financial position）という名称
が使用されているが，わが国ではまだ，貸借対照表という名称が使用されているので，本研究では，
貸借対照表という名称で統一したい。 











力会員）として参加している。（金融庁 Web ページ：http://www.fsa.go.jp/inter/ios/ios_menu.html） 
11）RECULATION(EC) 1606/2002「国際会計基準の適用に関する規則」（2002 年 7 月採択）。 
12）当初は，2007 年の１月以降とされたが，2 年間延期されている。 
13）EU 域外で設立された企業が，域内の資本市場で上場するときには，2003 年 11 月に採択された「目
論見指令」（European Parliament [2003]）と 2004 年 12 月に採択された「透明性指令」（European 
Parliament[2004]が適用され，開示の水準に関して国際会計基準と同等であることが要求される。 
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14）このコンドースメント・アプローチは，IFRS の一部の基準を承認し導入するエンドースメント
と，その他の基準のコンバージェンスを組み合わせる方式で，2010 年 12 月に副主任会計士ポー
ル・ベズウィック（Paul Beswick）によって説明されている。 









16）2015 年 12 月 31 日までコメントを募集した。 
17）例えば住友電機の有価証券報告書（2003 年度，2004 年 3 月 31 日決算）の Notes to Consolidated 
Financial Statements の 1．BASIS OF PRESENTING CONSOLIDATED FINANCIAL 
TATEMENTS において「Sumitomo Electric Industries, Ltd. (the “Company”) and its 
consolidated domestic subsidiaries maintain their accounts and records in Japanese yen, and in 
accordance with the provisions set forth in the Japanese Commercial Code (the “Code”), the 
Japanese Securities and Exchange Law and its related accounting regulations and in 
conformity with accounting principles generally accepted in Japan (“Japanese GAAP”), which 
are different in certain respects as to application and disclosure requirements of International 
Financial Reporting Standards.」（下線筆者）という記述がみえる。（SUMITOMO ELECTRIC, 
Annual Report 2004, Year Ended March 31, 2004, p.31） 
18）2011 年 6 月 21 日の金融担当大臣自見庄三郎氏による「IFRS 適用に関する検討について」の談話
では，IFRS の強制適用の 2015 年 3 月期実施については，考えていないことを表明している。さ
らに，その理由としての国内外の状況変化について，米国ワークプランの公表（2010 年 2 月），
IASB と FASB がコンバージェンスの作業の数か月延期を公表（2011 年 4 月，「単体検討会議報告
書」の公表（2011 年 4 月 28 日），産業界からの「要望書」の提出（2011 年 5 月 26 日），米国
SEC の IFRS 適応に関する作業計画案の公表（2011 年 5 月 26 日），連合 2012 年度重点政策
（2011 年 6 月），未曾有の災害である東日本大震災の発生，および IFRS への影響力を巡る，アジ
アを含む国際的な駆け引きの激化を挙げている。 
19）ただし，概念的なステートメントとして，これ以前にもアメリカにおいては AICPA 会計基準審議
会（Accounting Principles Board, APB）によるステートメント（APB Opinion）なども存在す
る。また，広義にとれば，我が国の会計原則もまた，概念についてのステートメントといいえるか
もしれない。さらに，わが国では，2004 年に討議資料「財務会計の概念フレームワーク」が企業
会計基準委員会（Accounting Standard Board of Japan, ASBJ）から公表されている。 
20）この概念フレームワークの国際的な統一の流れは，当初 IASB とイギリスの ASB で行われた，し
かし，その作業は進まず，いったんは座礁に乗り上げることとなる。その後，IFAS の国際的な流
れから，概念フレームワークの統一化の流れは，IASB とアメリカの FASB との共同プロジェクト
として再開された。しかしながら，すでにアメリカには，概念フレームワークなる SFAC が存在し
ていたため，いかに内容を摺り寄せるかが焦点となった。そして，一応は統一的な見解を示した
が，結局は，統一化できなかったため 2010 年には，FASB 及び IASB それぞれが別に見解を示す
こととなっている。 
21）FASB は，Statement of Financial Accounting Concepts No.8, Conceptual Framework for 
Financial Reporting: Chapter 1, The Objective of Genera Purpose Financial Reporting, and 









1980 年代から 1990 年前半に起こった S&L 危機，1987 年のブラックマンデー，1994 年の P&G
の金利スワップによる巨額損失やカリフォルニア州オレンジ群の仕組債による巨額損失，および
1995 年の英国のベアリングス銀行の破綻があげられる。 








27）これにつていては，第 1 章で検討を行っている。 






30）すでに，IAS No.1 において，完全な 1 組の財務諸表（Complete set of financial statements）にお
いて，財務諸表として，財政状態計算書（a statement of financial position），包括利益計算書（a 
statement of comprehensive income），所有主持分変動計算書（a statement of changes in 
equity），そして，キャッシュ・フロー計算書（a statement of cash flows）が挙げられていること
から，所有主持分変動計算書も基本的財務表としてあげることもできる。 
31）IASC1989 の段階では，財務業績の計算書は，損益計算書を念頭にいたと考えられる。なぜなら，
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第 1 章 現代企業の会計測定構造への言語論的アプローチ 
――企業会計における言語活動に関連させて―― 
 



































は，W. A. Paton，C. Sprague，W. M. Cole の理論を分析視角として探究を試みられてい
る。そこで，私は，同年代の H. A. Finney の見解を取り上げて，企業会計の測定構造につ
いての考察を試みたい。 
H. A. Finney は，1924 年に『Principle of Accounting』の初版を出版している。その後，
Finney の論理は，Miller との共著『Principles of Accounting: Introductory』および
『Principles of Accounting,: Intermediate』として，受け継がれている。そして，その論
理は，新たな著者たちである Johnson, G. L. および J. A. Gentry, Jr らに息吹を与え，













































 スイスのフェルディナント・ド・ソシュール（Fedinand de Saussure）は，近代言語学
の礎を築いた言語学者である。ソシュールは，人間の言語活動（ランガージュ，la langage）
をラング（lange: 言語規則）とパロール（parole: 声）に分けて説明を試みている。 
 ソシュールによれば，ラングとは，共同社会の成員の間で取り交わされた一種の契約で






























 アメリカの哲学者モリス（C. W. Morris）は，あるものが記号として機能している過程
には，「記号それ自体」，「記号の指示対象」，そして「記号の利用者」という 3 つの要素が













第 3 節 コミュニケーション・システムとしての企業会計 
――杉本[1991]および木戸田[1995a]を分析視角として―― 
 現代の企業会計は，コミュニケーション・システムの一種だとされる（木戸田[1995a]20-

























 このことを，杉本[1991]では，Ogden and Richards[1949]に掲げられた「意味論の三角




 O： 送り手が作成しようとする記号の指示対象（Objects） 
 TS： 送り手の思考内容（Sender ’s Thoughts） 
 SS： 送り手が作成した記号（Sender ’s Signs） 
 M： 受け手が読み取ろうとするメッセージ（Messages） 
 TR： 受け手の思考内容（Receiver ’s Thoughts） 
 SR： 受け手が作成した記号（Receiver ’s Signs） 
 Code： 言語ないし記号の規約 
（出所：杉本[1991] 43 頁より抜粋） 
それでは，次にこの言語システムを企業会計の世界にあてはめてみたい。企業会計の世






























 EE ：会計測定の対象となる企業の経済事象 
 T1 ：企業の会計担当者などの思考内容 
 AR ：会計帳簿のなかの複式の勘定記録 
 AS ：決算財務諸表などの会計報告者 
 T2 ：会計情報利用者の思考内容 
 B ：会計情報利用者の行動 
 O ：送り手が作成しようとする記号 
 SS ：送り手が作成した記号 
 M ：受け手が読み取ろうとするメッセージ 
 SR ：受け手が作成した記号 





































































第 4 節 企業会計の構成要素と複式簿記の機構 
 この節では，企業会計の構成要素の関係を考察する。そのためには，複式簿記の機構を































る 11)。しかしこれでは，不十分な点がある。それは，「単式簿記システムの主要な 2 つの


























【図 1-6】Finney による真実の勘定の内訳 
資産：現金，及び売掛金勘定。 
(1) 真実の勘定         負債：買掛金勘定，及び支払手形。 
持分  
資本：資本金，及び余剰額。 
（Finney[1932] p.11 より抜粋） 













【図 1-8】Finney による混合勘定の内容 














借方 ＝ 貸方， 
資産 ＝ 負債 ＋ 正味価値， 
しいては 資産 ＝ 持分 
が，常に成り立つということを指摘している 13)。 



















(杉本[1991] 82 頁)である。 
会計担当者は，次に，「価値の大きさ (貨幣の単位) 15)」である「数量に関する記号」 に
ついて認識・判断する。この「数量に関する記号」とは，「企業の経済事象に内包される『価
値の流れ』の大きさ (いわば 「資金流量」) について企業の会計担当者などが認識・判断
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計測定の対象となるべき企業の経済事象 (取引) は，次のように分類することができる。 








(a) 4 月 1 日に現金 1,000 円を出資して開業した，という取引（上記(2)の取引）を考察
してみたい。 




つ 「自己の出資の範囲」であるため 「貸本金」と判断する。 
③ さらに，現金は増加し 資本金も増加していることを判断する。 
④ 資産の増加は左側へ，持分の増加は右側へ記入するので，次のような会計文（仕訳）
を作成する。 
 現 金 1,000 資 本 金  1,000 
(b)  4 月 2 日に上記のお金 300 円で，営業用金庫を買った，という取引 (上記(l)の取
引) を考察してみる。 
① 企業の会計担当者は，まず 300 円の現金という経済財が企業から出ていくと，4 月 2 




④ 資産の減少は右側へ ，持分の減少は左側へ記入するので ，次のような会計文（仕訳）
を作成する。 
 持 分 300 現 金 300 ・・・(1) 
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⑤ さらに，300 円の営業用金庫という経済財が企業に入ってくると，4 月 2 日(日付に
関する記号)に価値 300 円(数量に関する記号) が企業の支配下へ流入したと認識・判
断する。 
⑥ この営業用金庫を財産 (運用形態) からみると「備品」であると判断する。 
⑦ そして，備品は増加し 持分も増加していることを判断する。 
⑧ 財産 (運用形態) の増加は左側へ，持分(調達源泉) の増加は右側に記入するので，次
のような会計文（仕訳）を思考する。 
 備 品 300 持 分 300 ・・・(2) 
⑨ そして， (1)と(2)は同時に起こるので，整理して次の会計文（仕訳）とする。 







(c) 4 月 3 日に企業の支配下にある商品 300 円を 400 円で販売し 代金は現金で受け取
ったという取引を考察してみたい。 
① 企業の会計担当者は，商品という経済財が企業から出て行くと，4 月 3 日(日付に関す
る記号) に価値 300 円(数量に関する記号) が企業の支配下から流出したことを認識・
判断する。 
② そしてこの商品を財産 (運用形態) からみれば，商品だと判断する。 
③ さらに，商品は減少し 持分も減少する。 
④ 財産(運用形態) の減少は右側へ ，持分(調達源泉) の減少は左側に記入するので，次
のような会計文を思考する。 
 持 分 300 商 品 300  
⑤ そして，この持分は，資本の減少を示す勘定（費用）として，会計担当者は，「売上
原価」であると認識・判断し次のような会計文（仕訳）となる 16)。 
 売 上 原 価  300 商 品 300 ・・・(3) 
⑥ さらに，400 円のお金という経済財が企業に入ってくると，4 月 3 日(日付に関する
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 現 金 400 持 分 400  
⑨ そして，この時の持分は，資本の増加を示す勘定（収益）として，会計担当者は，「売
上」であると認識・判断し次のような会計文（仕訳）となる。 




以上のように・会計文作成のプロセスは， ① 「価値の流れ」の認識， ②日付及び数量






































資産 ＝ 持分 






















資産 ＝ 負債 ＋ ｛（記録の始点の）資本 ＋ 当期利潤｝ 
資産 ＝ 負債 ＋ ｛（記録の始点の）資本 ＋ （収益 － 費用）｝ 
以上のことから，企業会計の構成要素である勘定の体系を示せば，図 1-9 のようになる。 
【図 1-9】財産＝持分による勘定体系の概要図 
 
（Paton[1917] p.14 及び杉本[1991]99 頁の図 13 を参考に作成） 
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そして，これらの集合勘定を基にして財務諸表（会計報告書）が作成されるのである。

















きないし，その 2 つは，一緒に教えられ，理解されなければならない。」（Finney[1932] p.2）
と，Finney が述べているように，複式簿記の機構に支えられているのである 18)。 
すなわち，企業における会計担当者は，会計測定の対象である企業活動（取引）を認識





































調査（1850～2010 年）」，「労働力調査（2012 年）」をもとに作成された図（第 2-(2)-1 図 労働省





































































【図注 1-1】Ogden and Richards の「意味論上の三角形」の図解 
(Source: Ogden and Richards[1949] p.11) 







13）Finney[1932]では，等式は示されていないが，Finney and Miller[1953]では， 
Assets=Liabilities + Owners’ Equity 
という等式が示されている（p.2）。 
さらに，Finney の論理を継承した Johnson and Gentry[1980]では， 
Assets＝Equities 
   ＝Liabilities ＋ Owners’ equity 
      ＝Liabilities ＋ Capital Stock ＋ Retained earnings 
としいう等式が示されている（p.36）。 
 このことは，概念的にはすでに 1932 年にあったものが，より洗練されて，テキストに表示され
てきたと推測される。 
14）W. A. Paton は，「保持する勘定の複式記入システムは，会計が扱う取引の真の性質の中に論理的に
見出される。それらのデータは,2 つの項目，資産と持分（資産の権利）から成り立っている。そし








① 企業の会計担当者は，300 円の商品という経済財が企業から出ていくと，4 月 3 日(日付に関す
る記号) に価値(数量に関する記号: 300 円) が企業の支配下から流出したことを認識・判断す
る。 
② そしてこの商品を財産 (運用形態) からみれば，「商品」だと判断する。 
③ さらに，商品は減少し，持分も減少する。 
④ 財産(運用形態) の減少は右側へ，持分(調達源泉) の減少は左側に記入するので，次のような会
計文（仕訳）を思考する。 
  持 分  300  商 品  300  (1) 
⑤さらに，400 円のお金という経済財が企業に入ってくると，4 月 3 日(日付に関する記号) に，価
値 (数量に関する記号:400 円) が，企業の支配下に流入したことを認識・判断する。 
⑥そして，このお金を財産 (貸金の運用形態) からみれば，「現金」だと判断する。 
⑦そして現金が増加し，持分も増加していることを認識する。 
⑧財産 (運用形態) の増加は左側へ，持分 (調達源泉) の増加は右側に記入するので次のような会
計文（仕訳）を思考する。 
  現 金  400  持 分  400 (2) 
⑨そして，この(1)と(2)は， 同時に起こっていると判断するので，整理する。 
  現 金  400  商 品  300 






  現 金  400 商 品  300 
    商品売買益  100 
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 第 2章 キャッシュ・フロー計算書の制度化とその構造 
―第 3 の財務表としての位置づけを目指して― 
 
第 1 節 はじめに 
 IASC は，1992 年に，IAS 第 7 号『キャッシュ・フロー計算書（Cash Flow Statements）』
を公表した 1)。それをうけて，わが国においても，『連結キャッシュ・フロー計算書等の作
成基準の設定に関する意見書』が 1998 年に公表され，キャッシュ・フロー計算書は，わ
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Institute of Certified Public Accountants: AICPA）の会計原則審議会（Accounting 
Principle Board: APB）が，1963 年に意見書（Opinion: APBO）第 3 号『資金の源泉と運
用に関する報告書（The Statement of Source and Application of Funds）』を公表した。
さらに同審議会は，APBO 第 19 号『財政状態の変動に関する報告（Reporting Changes 
in Financial Position）』を公表し，資金計算書の制度化が試みられた。そして，1980 年半
ばに APB にかわり新たに会計基準設定主体となった FASB が，SFAS 第 95 号『キャッシ
ュ・フロー計算書（Statement of Cash Flows）』を公表し，財務諸表における資金計算書
の位置づけがなされた。この段階において，資金計算書は，ようやく統一した見解が示さ
れようとしたのである。 
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 さらに，IASC により，1977 年に IAS 第 7 号『財政状態変動表（Statement of Change 
in Financial Position）』が公表される。そしてこの IAS 第 7 号は，1992 年に改訂され『キ
ャッシュ・フロー計算書（Cash Flow Statements）』となる。そして，この IAS 第 7 号は，
現在 IASC から組織改正された，IASCF でも，2008 年に承認されている 5)。 
 しかしながら，その表示形式，作成方法については，統一的な見解が得られていないと
して，IASB と FASB との共同プロジェクト（フェーズ B）により 2010 年にその成果が
IASB および FASB より，それぞれからスタッフ・ドラフトとして公表されている。さら
に，IASB は，2014 年には，IAS 第 7 号の改訂版として，公開草案『開示に関する取組み：




























り，「第 3 の基本的財務表」として制度化されるには至らなかった。 
 その後，企業会計審議会は，1987 年 6 月に『連結財務諸表制度の見直しに関する意見
書』を公表し，連結情報重視の観点からキャッシュ・フロー計算書の重要性が高まった。
そして，1998 年 3 月 13 日に企業会計審議会から，『連結キャッシュ・フロー計算書等の




 しかしながら，前述したように，アメリカと IASB の合同プロジェクトでは，キャッシ
ュ・フロー計算書で取り扱う資金概念（項目），作成方法等の議論が続いているため，IASB
と ASBJ の合同会議等 11)でも，未だに議論が続いている状態である。 
 
第 3 節 資金計算書制度における特色と問題点 





















 AICPA の会計原則審議会の APBO 第 3 号において，資金計算書の目的は，「資金の源泉















 このことは，APBO 第 3 号が，会計情報利用者に有用な情報を提供すべきことだけを述














 それでは，FASB の SFAS 第 95 号では，資金計算書の目的を，どのように捉えている
のであろうか。この SFAS 第 95 号は，先に公表された『財務会計概念ステイトメント
（Statement of Accounting Concepts: SFAC）』と密接に関連されて記述されている。


























 さらに，SFAC 第 5 号『営利企業の財務諸表における認識および測定（Reporting and 
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 すなわち，APBO 第 3 号は，資金計算書の重要性が認識されたという点においては，意
義があったが，その目的は，「財務諸表から得られないその他の情報の提供」というように，
漠然としたものになってしまっていた。そして，APBO 第 19 号では，目的をより具体的
に示そうとしていた。そこで，APBO 第 19 号では，その目的から資金計算書の名称を「財
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 すなわち，APBO 第 19 号では，資金計算書が表すべき資金概念を「現金およびその等










 それでは，FASB の SFAS 第 95 号では，資金計算書の報告範囲は，どうとらえている


















（federal funds solds）がある」（par.9）と規定している。 




 以上のように，SFAS 第 95 号では，資金計算書の報告内容の領域（いわゆる「資金概
念」）について，「現金および現金等価物」と限定するとともに，いかなる情報を提供する
かという問題について，明確に適用するようになったといえる。さらに，資金計算書の名
称も「財政状態変動表（Statement of Change in Financial Position）」から，「キャッシ






  ――表示区分の方法と作成方法―― 
 資金計算書は，APBO 第 3 号では「資金の使途と運用の表（Statement of Source and 
Application of Funds」，APBO 第 19 号では「財政状態変動表（Statement of Change in 
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3.3.1 資金計算書の表示区分 
 APBO 第 3 号および APBO 第 19 号において，資金計算書の表示区分については言及し
ていない。しかしながら，APBO 第 19 号において「1963 年に，会計原則審議会は，意見












































それでは，APBO 第 3 号，APBO 第 19 号，および SFAS 第 95 号は，その記載方法をど
う主張しているのであろうか。 



















ことを示唆していると，考えられる。つまり，APBO 第 19 号における作成方法は，目的
としては，直接法を求めているのに対して，実際に作成方法として義務付けているのは間
接法という明らかに論理的な整合性に欠ける結果となってしまっている。 
それでは，SFAS 第 95 号では，この点は改善されたと言えるのであろうか。SFAS 第 95
号では，「営業活動からのキャッシュ・フローを報告する際には，主要分類による総現金受
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これらのことから，SFAS 第 95 号においては，直接法と間接法ともに認める見解を示し
ながらも，結局は，間接法の適用を義務づけ，直接法の適用については企業の自由意思に
ゆだねていると解釈される。SFAS 第 95 号では，「キャッシュ・フローの総額情報を重視
する」という目的を重視するならば，直接法による資金計算書が推奨されるべきであるの
に，作成方法としては，間接法の資金計算書を義務づけているという内部矛盾が生じてい

























































































この表 2-1 によると，APBO 第 19 号，APBO 第 3 号に比べて資金計算書の目的をより






















SFAS 第 95 号においては，企業間の「資金計算書」の比較可能性を高めるため活動別分






に，SFAC 第 5 号において「基本的財務諸表」の位置づけはなされているが，それらの領
域については，明確にされていない。つまり，資金計算書制度の理論的基礎となるべき会
計測定構造を考慮していれば，このような問題は生じなかったと考えられる。 































 第 1 章において，「複式簿記の機構に支えられた企業会計」の会計測定構造について考






















のことを示せば，図 2-1 のようになるであろう。 
【図 2-1】資金に関する勘定と資金収支勘定の関係 
 現金等    現金等  









           
           







        
         
 （純収入 20）           
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【図 2-2】 資金勘定を含む勘定体系の図解 
資 金 の 流 れ 
＜資金形態から見た資金の流れ＞ ＜資金源泉から見た資金の流れ＞ 
 Dr. 現金及び現金同等物 Cr.   Dr. 流 動 負 債 Cr.  
 Dr. 資金収入    資金支出 Cr.    資金流入 
資金流出 
  
  資金流入       資金流出           
                        
                        
 Dr. その他の当座資産 Cr.   Dr. 固定負債など Cr.  
  
資金流入 
資金流出     資金流入 
資金流出 
  
                
                        
                        
 Dr. 棚卸資産 Cr.   Dr. 資 本 金 な ど Cr.  
  
資金流入 
資金流出     資金流入 
資金流出 
  
                
                        
                        
 Dr. 有形固定資産 Cr.   Dr. 過 年 度 利 潤 Cr.  
  
資金流入 
資金流出     資金流入 
資金流出 
  
                
                        
                        
 Dr. 無形固定資産 Cr.   Dr. 当 期 利 潤 Cr.  
  
資金流入 
資金流出    Dr. 費   用    収   益 Cr.  
          資金流入       資金流出   
                        
                        
 Dr. 投資等など Cr.   Dr. 損   失    利   益 Cr.  
  
資金流入 
資金流出     資金流入       資金流出   
                    
                        






【図 2-3】 資金を表す勘定の集合勘定モデル 
 現 金 収 支 41 
12/30 現 金 借 入 収 入 500,000 12/30 現 金 営 業 支 出 44,350 
      〃 現 金 借 入 支 出 200,000 
      〃 現 金 利 息 支 出 3,000 
      〃 現 金 252,650 
     500,000   500,000 
 
 当 座 預 金 収 支 42 
12/30 当座売上収入 1,430,000 12/30 当 座 仕 入 支 出 1,600,000 
 当座証券収入 180,000  当 座 人 件 支 出 78,000 
 当座元入収入 400,000  当 座 営 業 支 出 53,950 
 当 座 預 金 121,950  当 座 証 券 支 出 280,000 
     当 座 固 定 資 産 支 出 120,000 
   2,131,950   2,131,950 
（出所：筆者作成） 
すなわち，資金形態と資金源泉を表す勘定を収集する集合勘定である大陸決算法による



















第 5 節  キャッシュ・フロー計算書を含む財務諸表作成モデル 










ここで取り扱う，岸川商店（一会計期間 3 ヶ月）の 2015 年 4 月 1 日から 2015 年 6
月 30 日までの取引は，次のとおりである。 
 取引例 
 4 月 1 日 3 月 31 日の残高勘定は，次のとおりである。開始記入を行なう。 
残        高 
3/31 現 金 100,000 3/31 資 本 金 2,000,000 
〃 当座預金 1,800,000     
〃 繰越商品 100,000     
  2,000,000    2,000,000 
 3 日 銀行から現金を借り入れた。 
 5 日 商品¥700,000 を仕入れ，代金は掛けとした。 
 12 日 商品を¥650,000 で売り渡し，代金は掛けとした。発送費¥3,250 を，現金で
支払った。 
 10 日 水道光熱費として，¥1,800 の小切手を振り出して支払った。 
 14 日 備品¥120,000 を購入し，代金は小切手で支払った。 
 15 日 備品に対する火災保険料として 1 年分¥36,500 を現金で支払った。 
 19 日 商品¥600,000 を仕入れ，代金は掛けとした。 
 20 日 買掛金¥700,000 の支払いとして，約束手形を振り出した。 
 24 日 商品を¥560,000 で売り渡し，代金は掛けとした。発送費¥2,800 を，小切手
で支払った。 
 25 日 給料¥25,000 を，小切手を振り出して支払った。 
 27 日 家賃¥12,000 を，小切手を振り出して支払った。 
 28 日 電話代¥1,000 を，現金で支払った。 
 〃日 雑費¥500 を，現金で支払った。 
 5 月 2 日 売掛金¥650,000 を，小切手で受け取り，ただちに当座預金とした。 
 8 日 商品¥1,000,000 を仕入れ，代金は掛けとした。 
 9 日 買掛金¥600,000 を，小切手を振り出して支払った。 
 12 日 商品を¥780,000 で売り渡し，代金は掛けとした。発送費¥3,900 を，小切手
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で支払った。 
 10 日 水道光熱費として，¥2,000 の小切手を振り出して，支払った。 
 16 日 売掛金¥560,000 を，約束手形で受け取った。 
 18 日 株式（1 株 ¥560）を 500 株購入し，代金は小切手を振り出して支払った。 
 19 日 商品¥300,000 を仕入れ，代金は掛けとした。 
 22 日 現金¥400,000 を追加元入れし，現金はただちに当座預金とした。 
 23 日 買掛金¥500,000 を，小切手を振り出して支払った。 
 24 日 売掛金¥780,000 を，小切手で受け取り，ただちに当座預金とした。 
 25 日 給料¥25,000 を，小切手を振り出して支払った。 
 30 日 家賃¥12,000 を，小切手を振り出して支払った。 
 31 日 電話代¥1,200 を，現金で支払った。 
 〃日 雑費¥400 を，現金で支払った。 
 6 月 2 日 商品を¥650,000 で売り渡し，代金は掛けとした。発送費¥3,250 を，小切手
で支払った。 
 6 日 商品¥200,000 を仕入れ，代金は掛けとした。 
 8 日 買掛金¥500,000 を，小切手を振り出して支払った。 
 9 日 株式（1 株の帳簿価額 ¥560）を 1 株¥600 で売却し，代金は現金で受け取
り，ただちに当座預金とした。 
 12 日 水道光熱費として，¥1,500 の小切手を振り出して，支払った。 
 14 日 商品¥200,000 を仕入れ，代金は掛けとした。 
 16 日 商品を¥540,000 で売り渡し，代金は掛けとした。発送費¥2,700 を，小切手
で支払った。 
 19 日 買掛金¥300,000 を，約束手形を振り出して，支払った。 
 20 日 借入金¥500,000 のうち¥200,000 を，利息¥3,000 とともに，現金で返済し
た。 
 23 日 給料¥28,000 を，小切手を振り出して，支払った。 
 29 日 家賃¥12,000 を，小切手を振り出して，支払った。 
 30 日 電話代¥900 を，現金で支払った。 
 〃日 雑費¥600 を，現金で支払った。 
 〃日 本日決算を行なう。 




(1) 期末商品棚卸高 ¥700,000 
(2) 売掛金残高，受取手形残高に対して，2％の貸し倒れ設定する。 
(3) 備品減価償却は，定額法による。（残存価格 ¥12,000 耐用年数 8 年） 
(4) 所有株式の評価は，1 株につき¥500 である。 
(5) 保険料の前払い高¥28,900 を計上する。 








(1) 5.1 節の取引の仕訳 
4/1 現 金 100,000 資 本 金 2,000,000 
 当 座 預 金 1,800,000   
 繰 越 商 品 100,000   
4/3 現 金 借 入 収 入 500,000 借 入 金 500,000 
4/5 仕 入 700,000 買 掛 金 700,000 
4/12 売 掛 金 650,000 売 上 650,000 
 発 送 費 3,250 現 金 営 業 支 出 3,250 
4/10 水 道 光 熱 費 1,800 当 座 営 業 支 出 1,800 
4/14 備 品 120,000 当 座 固 定 資 産 支 出 120,000 
4/15 保 険 料 36,500 現 金 営 業 支 出 36,500 
4/19 仕 入 600,000 買 掛 金 600,000 
4/20 買 掛 金 700,000 支 払 手 形 700,000 
4/24 売 掛 金 560,000 売 上 560,000 
 発 送 費 2,800 当 座 営 業 支 出 2,800 
4/25 給 料 25,000 当 座 人 件 支 出 25,000 
4/27 支 払 家 賃 12,000 当 座 営 業 支 出 12,000 
4/28 通 信 費 1,000 現 金 営 業 支 出 1,000 
4/28 雑 費 500 現 金 営 業 支 出 500 
5/2 当 座 売 上 収 入 650,000 売 掛 金 650,000 
5/8 仕 入 1,000,000 買 掛 金 1,000,000 
5/9 買 掛 金 600,000 当 座 仕 入 支 出 600,000 
5/12 売 掛 金 780,000 売 上 780,000 
- 69 - 
 
 発 送 費 3,900 当 座 営 業 支 出 3,900 
5/10 水 道 光 熱 費 2,000 当 座 営 業 支 出 2,000 
5/16 受 取 手 形 560,000 売 掛 金 560,000 
5/18 有 価 証 券 280,000 当 座 証 券 支 出 280,000 
5/19 仕 入 300,000 買 掛 金 300,000 
5/22 当 座 元 入 収 入 400,000 資 本 金 400,000 
5/23 買 掛 金 500,000 当 座 仕 入 支 出 500,000 
5/24 当 座 売 上 収 入 780,000 売 掛 金 780,000 
5/25 給 料 25,000 当 座 人 件 支 出 25,000 
5/30 支 払 家 賃 12,000 当 座 営 業 支 出 12,000 
5/31 通 信 費 1,200 現 金 営 業 支 出 1,200 
5/31 雑 費 400 現 金 営 業 支 出 400 
6/2 売 掛 金 650,000 売 上 650,000 
 発 送 費 3,250 当 座 営 業 支 出 3,250 
6/6 仕 入 200,000 買 掛 金 200,000 
6/8 買 掛 金 500,000 当 座 仕 入 支 出 500,000 
6/9 当 座 証 券 収 入 180,000 有 価 証 券 168,000 
   有 価 証 券 売 却 益 12,000 
6/12 水 道 光 熱 費 1,500 当 座 営 業 支 出 1,500 
6/14 仕 入 200,000 買 掛 金 200,000 
6/16 売 掛 金 540,000 売 上 540,000 
 発 送 費 2,700 当 座 営 業 支 出 2,700 
6/19 買 掛 金 300,000 支 払 手 形 300,000 
6/20 借 入 金 200,000 現 金 借 入 支 出 200,000 
 支 払 利 息 3,000 現 金 利 息 支 出 3,000 
6/23 給 料 28,000 当 座 人 件 支 出 28,000 
6/29 支 払 家 賃 12,000 当 座 営 業 支 出 12,000 
6/30 通 信 費 900 現 金 営 業 支 出 900 




(2) 5.1 節の取引の決算整理仕訳 
6/30 仕 入 100,000 繰 越 商 品 100,000 
 繰 越 商 品 700,000 仕 入 700,000 
 貸倒引当金繰入 11,200 貸 倒 引 当 金 11,200 
 貸倒引当金繰入 23,800 貸 倒 引 当 金 23,800 
 減 価 償 却 費 13,500 備品減価償却累計額 13,500 
 有価証券評価損 12,000 有 価 証 券 12,000 
 前 払 保 険 料 28,900 保 険 料 28,900 
 支 払 利 息 4,500 未 払 利 息 4,500 
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(3) 5.1 節の取引の収益勘定と費用勘定を損益勘定に振替える決算仕訳 
6/30 売 上 3,180,000 損 益 3,192,000 
 有 価 証 券 売 却 益 12,000   
6/30 損 益 2,615,400 仕 入 2,400,000 
   給 料 78,000 
   発 送 費 15,900 
   通 信 費 3,100 
   水 道 光 熱 費 5,300 
   保 険 料 7,600 
   支 払 家 賃 36,000 
   雑 費 1,500 
   支 払 利 息 7,500 
   貸 倒 引 当 金 繰 入 35,000 
   減 価 償 却 費 13,500 
   有 価 証 券 評 価 損 12,000 
6/30 損 益 576,600 資 本 金 576,600 
 
(4) 5.1 節の取引の収入勘定と支出勘定を収支勘定に振替える決算仕訳 
6/30 現 金 収 支 500,000 現 金 借 入 収 入 500,000 
6/30 現 金 営 業 支 出 44,350 現 金 収 支 247,350 
 現 金 借 入 支 出 200,000   
 現 金 利 息 支 出 3,000   
6/30 現 金 252,650 現 金 収 支 252,650 
6/30 当 座 預 金 収 支 2,010,000 当 座 売 上 収 入 1,430,000 
   当 座 証 券 収 入 180,000 
   当 座 元 入 収 入 400,000 
6/30 当 座 仕 入 支 出 1,600,000 当 座 預 金 収 支 2,131,950 
 当 座 人 件 支 出 78,000   
 当 座 営 業 支 出 53,950   
 当 座 証 券 支 出 280,000   
 当座固定資産支出 120,000   
6/30 当 座 預 金 収 支 121,950 当 座 預 金 121,950 
 
(5) 5.1 節の取引の資産勘定，負債勘定および資本勘定を残高勘定に振替える仕訳 
6/30 残 高 4,729,600 現 金 352,650 
   当 座 預 金 1,678,050 
   受 取 手 形 560,000 
   売 掛 金 1,190,000 
   有 価 証 券 100,000 
   繰 越 商 品 700,000 
   備 品 120,000 
   前 払 保 険 料 28,900 
6/30 支 払 手 形 1,000,000 残 高 4,729,600 
 買 掛 金 400,000   
 借 入 金 300,000   
 資 本 金 2,976,600   
 貸 倒 引 当 金 35,000   
 備品減価償却累計額 13,500   
 未 払 利 息 4,500   






【図 2-5】5.1 節の取引の資金勘定を含む総勘定元帳 
 現 金 1   当 座 預 金 2 
4/1 資 本 金 100,000 6/30 残 高 352,650  4/1 資 本 金 1,800,000 6/30 当座預金収支 79,950 
6/30 現 金 収 支 252,650          6/30 残 高 1,720,050 
  352,650    352,650     1,800,000   1,800,000 
               
 受 取 手 形 3   売 掛 金 4 
5/16 売 掛 金 560,000 6/30 残 高 560,000  4/12 売 上 650,000 5/2 当座売上収入 650,000 
       4/24 売 上 560,000 5/16 受 取 手 形 560,000 
 有 価 証 券   5/12 売 上 780,000 5/24 当座売上収入 780,000 
5/18 当座証券支出 280,000 6/9 当座証券収入 168,000  6/2 売 上 650,000 6/30 残 高 1,190,000 
     6/30 有価証券評価損 12,000  6/16 売 上 540,000     
     6/30 残 高 100,000    3,180,000    3,180,000 
    280,000   280,000         
          繰 越 商 品 6 
 貸 倒 引 当 金 5  4/1 資 本 金 100,000 6/30 仕 入 100,000 
6/30 残 高 35,000 6/30 貸倒引当金繰入 35,000  6/30 仕 入 700,000 6/30 残 高 700,000 
         800,000   800,000 
             
             
 前 払 保 険 料 7   備 品 8 
6/30 保 険 料 28,900 6/30 残 高 28,900  
4/14 
当 座 固 定 
資 産 支 出 120,000 6/30 残 高 120,000        
 備品減価償却累計額 9        
6/30 残 高 13,500 6/30 減 価 償 却 費 13,500        
 
 支 払 手 形  10   買 掛 金 11 
6/30 残 高 1,000,000 4/20 買 掛 金 700,000  4/20 支 払 手 形 700,000 4/5 仕 入 700,000 
    6/19 買 掛 金 300,000  5/9 当座仕入支出 600,000 4/19 仕 入 600,000 
   1,000,000   1,000,000  5/23 当座仕入支出 500,000 5/8 仕 入 1,000,000 
        6/8 当座仕入支出 500,000 5/19 仕 入 300,000 
 借 入 金 12  6/19 支 払 手 形 300,000 6/6 仕 入 200,000 
6/20 現金借入支出 200,000 4/3 現金借入収入 500,000  6/30 残 高 400,000 6/14 仕 入 200,000 
6/30 残 高 300,000        3,000,000   3,000,000 
  500,000    500,000        
         未 払 利 息  13 
 資 本 金 14  6/30 残 高 4,500 6/30 支 払 利 息 4,500 
6/30 残 高 2,991,600 4/ 1 諸 口 2,000,000        
     5/22 当座元入収入 400,000        
     6/30 損 益 591,600        
    2,991,600   2,991,600        
               




 売 上 15   有 価 証 券 売 却 益  16 
6/30 損 益 3,180,000 4/12 売 掛 金 650,000  6/30 損 益 12,000 6/ 9 当座証券収入 12,000 
       4/24 売 掛 金 560,000        
       5/12 売 掛 金 780,000        
       6/2 売 掛 金 650,000        
       6/16 売 掛 金 540,000        
      3,180,000   3,180,000        
               
 
 仕 入 17  給 料 18 
4/5 買 掛 金 700,000 6/30 繰 越 商 品 700,000  4/25 当座人件支出 25,000 6/30 損 益 78,000 
4/19 買 掛 金 600,000 6/30 損 益 2,400,000  5/25 当座人件支出 25,000      
5/8 買 掛 金 1,000,000          6/23 当座人件支出 28,000      
5/19 買 掛 金 300,000            78,000     78,000 
6/6 買 掛 金 200,000                  
6/14 買 掛 金 200,000           発 送 費 19 
6/30 繰 越 商 品 100,000          4/12 現金営業支出 3,250 6/30 損 益 15,900 
  3,100,000        3,100,000  4/24 当座営業支出 2,800        
          5/12 当座営業支出 3,900        
 貸 倒 引 当 金 繰 入  20 6/2 当座営業支出 3,250        
6/30 貸 倒 引 当 金 35,000 6/30 損 益 35,000  6/16 当座営業支出 2,700        
        15,900       15,900 
                
 減 価 償 却 費  21  支 払 家 賃  22 
6/30 
備品減価償却 
累 計 額 13,500 6/30 損 益 13,500  4/27 当座営業支出 12,000 6/30 損 益 36,000 
      5/30 当座営業支出 12,000      
 通 信 費 23 6/29 当座営業支出 12,000      
4/28 現金営業支出 1,000 6/30 損 益 3,100    36,000     36,000 
5/31 現金営業支出 1,200               
6/30 現金営業支出 900        保 険 料 24 
  3,100     3,100  4/15 現金営業支出 36,500 6/30 前 払 保 険 料 28,900 
            6/30 損 益 7,600 
      36,500   36,500 
 水 道 光 熱 費  25       
4/10 当座営業支出 1,800 6/30 損 益 5,300         
5/10 当座営業支出 2,000        雑 費 26 
6/12 当座営業支出 1,500       4/28 現金営業支出 500 6/30 損 益 1,500 
  5,300     5,300  5/31 現金営業支出 400      
       6/30 現金営業支出 600      
 支 払 利 息  27   1,500     1,500 
6/20 現金利息支出 3,000 6/30 損 益 7,500         
6/30 未 払 利 息 4,500       有 価 証 券 評 価 損  28 
  7,500    7,500  6/30 有 価 証 券 12,000 6/30 損 益 12,000 
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 現 金 借 入 収 入 29  現 金 営 業 支 出 30 
4/3 借 入 金 500,000 6/30 現 金 収 支 500,000  6/30 現 金 収 支 44,350 4/12 発 送 費 3,250 
                 4/15 保 険 料 36,500 
 現 金 借 入 支 出 31            4/28 通 信 費 1,000 
6/30 現 金 収 支 200,000 6/20 借 入 金 200,000            4/28 雑 費 500 
                 5/31 通 信 費 1,200 
 現 金 利 息 支 出 32            5/31 雑 費 400 
6/30 現 金 収 支 3,000 6/20 支 払 利 息 3,000            6/30 通 信 費 900 
                 6/30 雑 費 600 
                44,350   44,350 
 
 当 座 売 上 収 入 33  当 座 証 券 収 入 34 
5/2 売 掛 金 650,000 6/30 当座預金収支 1,430,000  6/9 有 価 証 券 180,000 6/30 当座預金収支 180,000 
5/24 売 掛 金 780,000            
  1,430,000    1,430,000   当 座 元 入 収 入 35 
      5/22 資 本 金 400,000 6/30 当座預金収支 400,000 
            
 当 座 仕 入 支 出 35  当 座 人 件 支 出 36 
6/30 当座預金収支 1,600,000 5/9 買 掛 金 600,000  6/30 当座預金収支 78,000 4/25 給 料 25,000 
     5/23 買 掛 金 500,000       5/25 給 料 25,000 
     6/8 買 掛 金 500,000       6/23 給 料 28,000 
    1,600,000   1,600,000      78,000   78,000 
               
 当 座 営 業 支 出 37  当 座 証 券 支 出 38 
6/30 当座預金収支 53,950 4/10 水 道 光 熱 費 1,800  6/30 当座預金収支 280,000 5/18 有 価 証 券 280,000 
            4/24 発 送 費 2,800        
            4/27 支 払 家 賃 12,000   当座固定資産支出  39 
            5/12 発 送 費 3,900  6/30 当座預金収支 120,000 4/14 備 品 120,000 
            5/10 水 道 光 熱 費 2,000        
            5/30 支 払 家 賃 12,000        
            6/2 発 送 費 3,250        
            6/12 水 道 光 熱 費 1,500        
            6/16 発 送 費 2,700        
            6/29 支 払 家 賃 12,000        
           53,950  53,950        
 
 損 益 40 
6/30 仕 入 2,400,000 6/30 売 上 3,180,000 
〃 給 料 78,000 〃 有価証券売却益 12,000 
〃 発 送 費 15,900               
〃 通 信 費 3,100               
〃 水 道 光 熱 費 5,300               
〃 保 険 料 7,600               
〃 支 払 家 賃 36,000               
〃 雑 費 1,500               
〃 支 払 利 息 7,500               
〃 貸 倒 引 当 金 繰 入 35,000               
〃 減 価 償 却 費 13,500               
〃 有 価 証 券 評 価 損 12,000               
〃 資 本 金 576,600               
  3,192,000              3,192,000 
 




 現 金 収 支 41 
6/30 現 金 借 入 収 入 500,000 6/30 現 金 営 業 支 出 44,350 
      〃 現 金 借 入 支 出 200,000 
      〃 現 金 利 息 支 出 3,000 
      〃 現 金 252,650 




 当 座 預 金 収 支 42 
6/30 当 座 売 上 収 入 1,430,000 6/30 当 座 仕 入 支 出 1,600,000 
〃 当 座 証 券 収 入 180,000 〃 当 座 人 件 支 出 78,000 
〃 当 座 元 入 収 入 400,000 〃 当 座 営 業 支 出 53,950 
〃 当 座 預 金 121,950 〃 当 座 証 券 支 出 280,000 
    〃 当座固定資産支出 120,000 




 残 高 43 
6/30 現 金 352,650 6/30 支 払 手 形 1,000,000 
〃 当 座 預 金 1,678,050 〃 買 掛 金 400,000 
〃 受 取 手 形 560,000 〃 借 入 金 300,000 
〃 売 掛 金 1,190,000 〃 資 本 金 2,976,600 
〃 有 価 証 券 100,000 〃 貸 倒 引 当 金 35,000 
〃 繰 越 商 品 700,000 〃 備品減価償却累計額 13,500 
〃 備 品 120,000 〃 未 払 利 息 4,500 
〃 前 払 保 険 料 28,900     
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【表 2-2】5.1 節の取引から作成される損益計算書 
損 益 計 算 書(勘定式) 
 岸川商店       2015 年 4 月 1 日から 2015 年 6 月 30 日まで 
費     用 金   額 収     益 金   額 
期 首 商 品 棚 卸 高 100,000 売 上 3,180,000 
仕 入 高 3,000,000 期 末 商 品 棚 卸 高 700,000 
売 上 総 利 益 780,000   
 3,880,000  3,880,000 
給 料 78,000 売 上 総 利 益 780,000 
発 送 費 15,900 有 価 証 券 売 却 益 12,000 
貸 倒 引 当 金 繰 入 35,000   
減 価 償 却 費 13,500    
支 払 家 賃 36,000    
通 信 費 3,100    
保 険 料 7,600    
水 道 光 熱 費 5,300    
雑 費 1,500    
支 払 利 息 7,500    
有 価 証 券 評 価 損 12,000    
当 期 純 利 益 576,600    
 807,000  807,000 
 
【表 2-3】5.1 節の取引から作成されるキャッシュ・フロー計算書 
キャッシュ･フロー計算書（勘定式） 
岸川商店       2015 年 4 月 1 日から 2015 年 6 月 30 日まで 
収        入 金    額 支          出 金    額 
 売  上  収  入 1,430,000 仕 入 支 出 1,600,000 
 営  業  収  支 349,300 人 件 費 支 出 78,000 
     営 業 支 出 98,300 
     利 息 支 出 3,000 
   1,779,300  1,779,300 
 証  券  収  入 180,000 証 券 支 出 280,000 
 投  資  収  支 220,000 固 定 資 産 支 出 120,000 
 400,000  400,000 
 借  入  収  入 500,000 現 金 借 入 支 出 200,000 
 元  入  収  入 400,000 財 務 収 支 700,000 
 900,000  900,000 
 財  務  収  支 700,000 営 業 収 支 349,300 
     投 資 収 支 220,000 
     当 期 純 収 入 130,700 
   700,000  700,000 
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【表 2-4】5.1 節の取引から作成される貸借対照表 
貸 借 対 照 表（勘定式） 
 岸川商店           2015 年 6 月 30 日 
資    産 金   額 負 債・資 本 金   額 
現 金 100,000   支 払 手 形 1,000,000 
当 座 預 金 1,800,000   買 掛 金 400,000 
当期純収入 130,700 2,030,700 借 入 金 300,000 
受 取 手 形 560,000   未 払 利 息 4,500 
売 掛 金 1,190,000   資 本 金 2,400,000 
貸倒引当金 35,000 1,715,000 当 期 純 利 益 576,600 
有 価 証 券  100,000         
商 品  700,000         
前 払 保 険 料  28,900         
備 品 120,000           
減価償却累計額 13,500 106,500         
  4,681,100       4,681,100 
 
 さらに，本来財務表ではないが，会計測定構造と財務諸表との関係をより理解するため
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【表 2-5】5.1 節の取引から作成される清算表 
精  算  表 
2015 年 6 月 30 日 
勘 定 科 目 
残高試算表 整理記入 損益計算書 キャッシュ･フロー 計算書 貸借対照表 
借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方 
現 金 100,000        100,000  
現 金 借 入 収 入 500,000      500,000    
現 金 営 業 支 出  44,350      44,350   
現 金 借 入 支 出  200,000      200,000   
現 金 利 息 支 出  3,000      3,000   
当 期 現 金収 入        252,650 252,650  
当 座 預 金 1,800,000        1,800,000  
当 座 売 上 収 入 1,430,000      1,430,000    
当 座 証 券 収 入 180,000      222,000    
当 座 元 入 収 入 400,000      400,000    
当 座 仕 入 支 出  1,600,000      1,600,000   
当 座 人 件 支 出  78,000      78,000   
当 座 営 業 支 出  53,950      53,950   
当 座 証 券 支 出  280,000      280,000   
当座固定資産支出  120,000      120,000   
当期当座預金支出       79,950   79,950 
受 取 手 形 560,000        560,000  
売 掛 金 1,190,000        1,190,000  
有 価 証 券 112,000   12,000     73,000  
繰 越 商 品 100,000  700,000 100,000     700,000  
備 品 120,000        120,000  
支 払 手 形  1,000,000        1,000,000 
買 掛 金  400,000        400,000 
借 入 金  300,000        300,000 
資 本 金  2,400,000        2,400,000 
売 上  3,180,000    3,180,000     
有価証券売却益  12,000    27,000     
仕 入 3,000,000  100,000 700,000 2,400,000      
給 料 78,000    78,000      
発 送 費 15,900    15,900      
通 信 費 3,100    3,100      
水 道 光 熱 費 5,300    5,300      
保 険 料 36,500   28,900 7,600      
支 払 家 賃 36,000    36,000      
雑 費 1,500    1,500      
支 払 利 息 3,000  4,500  7,500      
貸倒引当金繰入   35,000  35,000      
貸 倒 引 当 金    35,000      35,000 
減 価 償 却 費   13,500  13,500      
備 品 減 価 償 却 
累 計 額 
   13,500      13,500 
有価証券評価損   12,000  12,000      
前 払 保 険 料   28,900      28,900  
未 払 利 息    4,500      4,500 
当 期 純 利 益     591,600     591,600 
 9,671,300 9,671,300 893,900 893,900 3,207,000 3,207,000 2,631,950 2,631,950 4,824,550 4,824,550 
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第 6 節 現行の基準のキャッシュ・フロー計算書の表示様式 












【表 2-6】5.1 節の取引から作成される直接法のキャッシュ・フロー計算書（報告式） 
 キャッシュ・フロー計算書（直接法） 
岸川商店    2015 年 4 月 1 日から 6 月 30 日まで 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  
 営業収入 1,430,000 
 商品の仕入支出 －1,600,000 
 人件費支出 －78,000 
 その他の営業支出 －98,300 
   小計 －346,300 
 利息の支払額 －3,000 
 営業活動によるキャッシュ・フロー －349,300 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  
 有価証券の取得による支出 －280,000 
 有価証券の売却による収入 180,000 
 有形固定資産の取得による支出 －120,000 
 投資活動によるキャッシュ・フロー －220,000 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  
 短期借入による収入 500,000 
 短期借入金の返済による支出 －200,000 
 追加元入れによる収入 400,000 
 財務活動によるキャッシュ・フロー 700,000 
Ⅳ 現金及び現金等価物の増加額 130,700 
Ⅴ 現金及び現金等価物の期首残高 1,900,000 
Ⅵ 現金及び現金等価物の期末残高 2,030,700 




















当 期 利 益  
＋特 別 損 失 の 額 
営業を伴わない費用及び収益の修正 
－特 別 利 益 の 額 
＋営 業 外 費 用 の 額 
－営 業 外 収 益 の 額 
営 業 利 益  
＋費用のキャッシュ未流出分の額 
期間損益計算の額の修正 －費 用 の 前 払 い 分 の 額 
＋費 用 の 未 払 い 分 の 額 
＋支 払 利 息 の 額 営業に伴う借入金の利子 
＋仕 入 債 務 の 増 加 分 の 額 
売上原価計算に伴うキャッ 
シュ未流出・未流入額の修正 
－商 品 棚 卸 高 増 加 分 の 額 
－売 上 債 権 の 増 加 分 の 額 
営業キャッシュ・フロー  
（出所：筆者作成） 
これを，第 5 節の具体例を使用して，表してみると次のようになる。 
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【表 2-7】5.1 節の取引から作成される間接法のキャッシュ・フロー計算書（報告式） 
 キャッシュ・フロー計算書（間接法） 
岸川商店      2015 年 4 月 1 日から 6 月 30 日まで 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  
 税金等調整前当期純利益 591,600 
 減価償却費 13,500 
 有価証券の評価損 12,000 
 有価証券売却差益による収入 －27,000 
 支払利息 7,500 
 保険料 7,600 
 貸倒引当金の増加額 35,000 
 売上債権の増加額 －1,750,000 
 棚卸資産の増加額 －600,000 
 仕入債務の増加額 1,400,000 
 小  計 －309,800 
 利息支払い高 －3,000 
 保険料支払い高 －36,500 
 営業活動によるキャッシュ・フロー －349,300 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  
 有価証券の取得による支出 －280,000 
 有価証券の売却による収入 180,000 
 有形固定資産の取得による支出 －120,000 
 投資活動によるキャッシュ・フロー －220,000 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  
 短期借入による収入 500,000 
 短期借入金の返済による支出 －200,000 
 追加元入れによる収入 400,000 
 財務活動によるキャッシュ・フロー 700,000 
Ⅳ 現金及び現金等価物の増加額 130,700 
Ⅴ 現金及び現金等価物の期首残高 1,900,000 










- 81 - 
 

























































会計基準における国際的な設定については，IASB が担っている。この IASB が FASB
と財務諸表の表示に関して，共同のプロジェクトを 2004 年に開始した。そして，この共
同プロジェクトの中で，キャッシュ・フロー計算書は，議論されていた。 
そして，その成果として，IASB と FASB は，共同で 2008 年 10 月 16 日に，討議資料
『財務諸表の表示についての予備的見解（Preliminary Views on Financial Statement 
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Presentation）』を公表した。さらに，2010 年 7 月 1 日には，IASB と FASB は，各々で，
財務諸表の表示に関する公会草案のスタッフ・ドラフトを公表している。そして，IASB は，
2014 年 12 月に，公開草案『開示に関する取組み（IAS 第 7 号の修正案）（Disclosure 
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＜注記＞ 
 1）IASC の IAS 第 7 号が公表されたのは，1977 年 10 月が最初である。その時には，『財政状態変動
表（Statement of Change in Financial Position）』というものであった。そして，1992 年に改訂さ




 3）資金計算書の代表的なものは，コール（W. M. Cole）の「Where-got・where-gone 表」（Cole[1908]）
が挙げられるが，その先立つとして，グリーン（T. L. Green）の計算書「summary of changes in 
the position of the company」とミッチェル（T. W. Mitchell）の計算書「tabulation of changes in 





ている。さらに，佐藤倫正[1993]では，フィニー（E. H. Finney）とエスケレ（P. J. Esquerré）との
間で闘わされた Journal of Accounting 誌上の「資金計算書論争」について述べられている。 
 5）この IAS No.7 は，1977 年に，財政状態変動表（Statement of Changes in Financial Position）と
して公表されたが，1992 年に，資金計算書（Cash Flow Statements）として置き換えられ，現在で









収支計算書，貸借対照表の 3 つをもって企業の財務諸表が構成されなければならない」（染谷[1983] 
33 頁）として収支計算書（資金運用表）を企業の主要な財務諸表に加えることを提唱している。 
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えられた現行の企業会計」に的確に位置付けられていないという点で，問題が残る。 









11）ASBJ と IASB は，2005 年 3 月 9 日・10 日の初会合をかわきりに，会計基準のコンバージェンスに
向けての合同会議を開催している。なお，石原[2010]では，ASBJ と IASB の第 11 回の会合の内容
が紹介されている。なお，その中でもキャッシュ・フロー計算書の作成方法や表示方法等が議論され
ている。 
12）武田[1979]では，APBO No.19 の資金計算書の目的を考察して，二つの目的を第 1・第 2 とし，「こ
の第 2 の目的は，第 1 の目的と異質の目的といわなければならない。そして，これらの 2 つの目的を





13）杉本氏は，Loyd C. Health 教授の論文を引用しながら「同『意見書』では開示目的が不明確となり，
実務上の混乱が生じるだけである」ことを指摘している（杉本[1991] 323 頁）。さらに，鎌田[1986]
においても「財政変動表の目的が曖昧であるとか，達成不可能であるとか，多すぎるなどいろいろな





る（武田[1987] 123 頁）。さらに，財務諸表の目的と財務諸表の体系を次の通り図示している。 
【図注 2-1】財務諸表の目的と財務諸表の体系 
 
（出所：武田[1987] 123 頁） 
15）百合草氏は，「SFAS No.95 は，キャッシュ・フロー計算書の目的を明確に規定している点に特徴づ
けられる。財政状態変動表における資金フロー情報の開示上の問題点の多くは，財政状態変動表の目





草[1995] 27 頁）と評価している。 





































 さらに，「事実，『SFAS 第 95 号』は，はじめは直接法の適用を勧奨している。それにもかかわらず，
『SFAS 第 95 号』は上記の引用文に示されたように間接法の適用を求めているのである。」（183 頁）
として，SFAS No.95 の内部矛盾を指摘している。 
22）この視点は，わが国の資金収支表による見解をもとにしている。わが国の「資金収支表」については，
武田[1989]において，「企業会計審議会の第一部小委員会が，昭和 61 年に 10 月 31 日付で「証券取引
法に基づくディスクロージャー制度における財務諸表の充実について（中間報告）」を発表し，その
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１つとして「資金繰り情報の改善」の提示を行った。これに基づいて，大蔵省は，昭和 62 年 2 月 20
日付で大蔵省令「有価証券の募集又は売出しの届出等に関する省令」の一部を改正し，ディスクロー
ジャー制度に関する関係省令および通達の改正を行い，改正省令等を昭和 62 年 4 月 1 日より施行し
ている。この省令の改正には，「資金繰り情報の改善」が含まれ，昭和 28 年に資金繰り表の開示が義
務づけられて以来はじめて，その本格的な見直しが行われ，資金繰り表に代わって「資金収支表」の
開示が義務づけられた。さらに，この大蔵省令は，昭和 63 年 9 月 20 日付で「企業内容等の開示に関
する省令」と改正されている。そして，上記の「企業内容の開示に関する省令」において，資金収支
表とは，「一定期間における資金収支を事業活動に伴う収支と資金調達に伴う収支に区分し，これら























の２つを指摘している。（染谷[1983] 157 頁） 
１． 総勘定元帳において，現金勘定を分割して，収支要因別に勘定を設ける方法 
２． 現金勘定についての補助簿を設け，これに現金収支要因別の勘定を設ける方法 
 そして，この第 1 の方法の説明として，「今日の簿記において，資金取引が明らかにされないの
は，現金勘定が，現金取引について，収入を借り方に，支出を貸方に記入するにとどまるからであ










現金売上入金 売掛回収収入金 手形期日落入金 
手形割引入金 前受金入金 雑収入入金 
増資入金 借入金入金 社債発行入金 
有価証券売却入金 貸付金回収入金 固定資産売却入金 
その他入金 
３．現金支出諸勘定（貸方科目） 
現金仕入出金 買掛金支払出金 手形決済出金 
前払金出金 諸経費出金 雑支出出金 
減資出金 借入金返済出金 社債償還出金 
有価証券購入出金 貸付金出金 固定資産購入出金 
その他出金 
４．収支集合勘定 




















握することを第 2 法，そして，第１法と第 2 法の折衷案として，「現金収支明細帳」という補助簿を




く増加する」こと，「第 2 法は，主たる財務諸表の一角を占め得ない」として，第 3 法を解説してい
る。 
さらに，本文のような，仕訳と勘定組織の体系についての記述は，鎌田[1991]（79-93 頁）および
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第 3章 包括利益計算書を含む会計測定構造 
――利益概念の拡大と利益のリサイクリングに関連させて―― 
 










 この包括利益を表示するための制度化の流れは，FASB が 1985 年に公表した SFAC 第
3 号改第 6 号（以下，SFAC 第 6 号）『財務諸表の構成要素（Elements of Financial 
Statements）』から見ることができる。その後，アメリカでは FASB が，SFAS 第 130 号
『包括利益の報告（Reporting Comprehensive Income）』を公表し，制度化された。さら
に，国際的には IASB の IAS 第 1 号『財務諸表の表示（Presentation of Financial 
Statements）』（2007 年改訂）の中で，包括利益および包括利益計算書の内容が，記述さ
れている。そして，近年では，FASB と IASB の共同プロジェクトの一つである「財務諸
表の表示」プロジェクトの結果として，FASB は，2011 年 6 月 16 日に，会基準更新書
（Accounting Standards Update： 以下，ASU）第 2011-05 号『Topic220 包括利益：包
括利益の表示（Comprehensive Income (Topic 220)：Presentation of Comprehensive 
Income）』を，IASB は，同年同月日に，IFRS 改訂第 1 号『その他の包括利益項目の表示
－ IAS 第 1 号の改訂（ Presentation of Items of Other Comprehensive Income: 
Amendments to IAS 1）』を公表し，包括利益の表示についての改正を行っている。 
さらに，IASB は，2013 年に討議資料『財務報告に関する概念フレームワークの見直し
（A Review of the Conceptual Framework for Financial Reporting）』を公表し，そのセ
クション 8 において「包括利益計算書における表示－純損益とその他包括利益」として，
包括利益の表示の目的等について示し，コメントの収集を行った。そしてその結果は，2015
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年に IASB が公表した，公開草案『財務報告に関する概念フレームワーク（Conceptual 
Framework for Financial Reporting）』に反映されている。 
ここで，わが国に目を向けてみると，2010 年に ASBJ は，企業会計基準書第 25 号『包
括利益の表示に関する会計基準』（基準書第 25 号）を公表し，包括利益および包括利益計
算書は，制度化された。そして，2015 年 6 月には，企業会計基準委員会による修正企業会
計基準第 2 号『その他の包括利益の会計処理』を公表し，IASB により公開された会計基
準および解釈指針を考慮した形で基準書第 25号の規定の削除又は修正が行われた。なお，
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――FASB，IASB，および ASBJ の基準書を手がかりとして―― 
 
2.1.1 包括利益の概念 





かし，IAS 第 1 号（2007 年改訂）において，「包括利益合計とは，所有者の立場としての
所有者との取引による資本の変動以外の取引又は事象による一期間における資本の変動を
いう」（par. 7）とする。 
 そして，ASBJ は，討議資料『財務会計の概念フレームワーク』（以下，ASBJ の討議資
料）において，「包括利益とは，特定期間における純資産の変動のうち，報告主体の所有者
である株主，子会社の少数株主，および，将来それらになりうるオプションの所有者との
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2.1.2 包括利益の構成要素 
 FASB は，SFAS 第 130 号の中で，「包括的な利益概念のもとでは特定期間の営業成績で
あるかどうかに関わらず，認識されたすべての収益，費用，利得，そして損失は利益に含
まれる」（par. 2）としている。 
 さらに，SFAS 第 6 号では，「包括利益は，関連はあるが区別されうる二つの類型の内訳
要素からなる。－それは，基本的内訳要素－収益，費用，利得，そして損失－」（par. 77）
という記述も見られる。 
 一方，IASB は，『財務報告の作成及び表示に関するフレームワーク（Framework for the 










 さらに，2015 年の公会草案『財務報告に関する概念フレームワーク（Conceptual 
Framework for Financial Reporting）』では，利得及び損失は，省略されている。 
 
2.1.3 包括利益，純損益とその他の包括利益 




 さらに，FASB は，ASU 第 2011-05 号において，「単一の連結財務諸表に包括利益を報
告する企業は，2 つの区分，すなわち純利益とその他の包括利益という 2 つの区分で構成
されたものを，表示しなければならない」（par. 220-10-45-1）としている。 
 IASB は，IAS 第 1 号において「その他の包括利益とは，他の IFRS が要求または許容






























これに対して，FASB は，SFAS 第 130 号を公表し，「包括利益を制度化することによっ
て，クリーン・サープラス関係を回復させた」（岩崎[2012] 73 頁）のである。すなわち，








れるにいたっているのである 4)。そのことを示せば図 3-1 のようになる 5)。 
【図 3-1】 持分変動に関する勘定の構成要素 
 
















表である貸借対照表と包括利益計算書の関係を示せば図 3-3，図 3-4 のようになるであろ
う。 
【図 3-3】 その他の包括利益勘定を含む勘定体系の概要 
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2.3 包括利益の表示形式 






式）」（川西[2011] 47 頁）の様式を示していた。 
IASB は，IAS 第 1 号において，1 計算書方式を推奨するとしながらも，2 計算書方式も
認めるとした。ただし，持分変動計算書方式は，認めていない（川西[2010] 47 頁）。 
 その後，2004 年より FASB と IASB は，共同プロジェクトを開始し，包括利益の表示
の様式についても，統一を図った。その結果，2011 年に，FASB は，ASU 第 2011-05 号
を，IASB は，IFRS 改訂第 1 号を公表した。それによると，包括利益の表示様式は，1 計
算書方式を推奨しながらも，2 計算書方式も認めている。さらに，ASBJ の基準書第 25 号
でも，1 計算書方式と 2 計算書方式を共に認めている。 
 ここで，包括利益（損失）を表すための包括損益勘定と包括利益計算書を示せば，図 3-
5，表 3-1，表 3-2，図 3-6 および表 3-3 のようになるであろう。例えば，FASB の SFAS
第 130 号における，Format A の 1 計算書アプローチが図 3-5，表 3-1 および表 3-2 にあ
たり，Format B の 2 計算書アプローチにあたるのが，図 3-6 と表 3-3 であるといえる。 
そして，SFAS 第 130 号の Format A および Format B には，差引：純利益に含まれる
利得に係る再分類調整（Less: reclassification adjustment for gains included in net 
income）という部分が記載されている。すなわち，これが，再分類調整（reclassification 
adjustment）（SFAS 第 130 号 par.18）であり，その他の包括利益のリサイクリング
（Recycling）とよばれているものである。それでは，このリサイクリングとは何なのかに
ついて，次に考察してみたい。 
【図 3-5】 包括利益（損失）を計算するための包括損益勘定（1 計算書方式） 
 包 括 損 益   
 売 上 原 価 24 売 上 50  
 そ の 他 費 用 11 外 貨 為 替 益 5  
 最小年金負債調整額 3 有 価 証 券 評 価 益 15  
 所 有 主 持 分 32     
  70   70  
（FASB[2011] 16-21 頁を参考に筆者が作成） 
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【表 3-1】包括損益勘定から作成される包括利益計算書（1 計算書方式） 
 包括利益計算書  
 売 上 原 価 24 売 上 50  
 そ の 他 費 用 11 外 貨 為 替 益 5  
 最小年金負債調整額 3 有 価 証 券 評 価 益 15  
 当 期 包 括 利 益 32     
  70   70  
（FASB[2011] 16-21 頁を参考に筆者が作成） 
 
【表 3-2】包括損益勘定から作成される 2 区分式の包括利益計算書（1 計算書方式） 
 包括利益計算書（2 区分式）  
 売 上 原 価 24 売 上 50  
 そ の 他 費 用 11      
 当 期 純 利 益 15      
  50    50  
 最小年金負債調整額 3 当 期 純 利 益 15  
 当 期 包 括 利 益 32 外 貨 為 替 損 5  
    有 価 証 券 評 価 益 15  
   35   35  




 損 益  
 売 上 原 価 24 売 上 50  
 そ の 他 費 用 11      
 包 括 損 益 15      
  50    50  
 
 包 括 損 益   
 最小年金負債調整額 3 損 益 15  
 所 有 主 持 分 32 外 貨 為 替 益 5  
    有 価 証 券 評 価 益 15  
   35   35  




 損益計算書  
 売 上 原 価 24 売 上 50  
 そ の 他 費 用 11      
 当 期 純 利 益 15      
  50    50  
 
 包括利益計算書  
 最小年金負債調整額 3 損 益 15  
 当 期 包 括 利 益 32 外 貨 為 替 益 5  
    有 価 証 券 評 価 益 15  
   35   35  
（FASB[2011] 16-21 頁を参考に筆者が作成） 
















又は過年度における 2 つの利益のズレの部分（その他の包括利益（OCI）；Other 
Comprehensive Income 岸川補遺）を組み替えること（すなわち，リサイクリングするこ
と）により，クリーン・サープラス関係を保った 2 つの利益を示すことができる」（秋葉
[2013] 707 頁）のである。 
このリサイクリングについては，ASB の FAS 第 3 号や IASC が 1998 年に公表した
G4+1『財務業績の報告，現在の進行状況と将来の方向』では，リサイクリングはしないと
いうこととしていた。しかし，ASU 第 2011-05 号では，組替調整額を純損益とその他の包
括利益の内訳が表示される財務諸表において表示することを要求している（par. 220-10-
45-16）。そして，ASBJ では，組替調整額として，その他の包括利益の内訳項目ごとに注
記するとしている（基準書第 25 号 par. 9）6)。 
このリサイクリングの理解を深めるために，例をあげて考察してみたい。例えば，次の
取引例 3-1 のような 3 期分の取引を考えてみる。 
【取引例 3-1】 
 X1 年 6 / 1 その他有価証券￥100 を現金で購入した 
  12 / 31 決算日につき決算整理仕訳と決算仕訳を行った。ただし，その他有価
証券の時価は￥110 であった。 
 X2 年 12 / 31 決算日につき決算整理仕訳と決算仕訳を行った。ただし，その他有価
証券の時価は￥115 であった。 
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 X3 年 5 / 31 その他有価証券を￥140 で売却し，現金を受け取った。 
  12 / 31 決算日につき決算整理仕訳と決算仕訳を行った。 
 
(1) 取引例 3-1 によるリサイクリングを伴わない仕訳 
X1 年 6/1（購入時） 
 （借）売買目的有価証券 100 （貸）現   金 100 
X1 年 12/31（決算時） 
 （借）その他有価証券 10 （貸）有価証券評価益 10 
 （借）有価証券評価益 10 （貸）包括損益 10 
 ここで，その他有価証券の勘定残高は，￥110 に修正されることとなる。ただし，その
他有価証券勘定残高の￥10 は，未実現の収益である。 
X2 年 12/31（決算時） 
 （借）その他有価証券 5 （貸）有価証券評価益 5 
 （借）有価証券評価益 5 （貸）包括損益 5 
ここで，その他有価証券の勘定残高は，￥115 に修正されることとなる。ただし，その
他有価証券勘定残高の￥15 のうち，￥10 は，前期の未実現の収益であり，￥5 は，当期の
未実現の収益である。 
X3 年 5/31（売却時） 
 （借）現金 140 （貸）売買目的有価証券 115 
   （貸）有価証券売却益 25 
X2 年 12/31（決算時） 
 （借）有価証券売却益 25 （貸）損益 25 





(2) 取引例 3-1 によるリサイクリングを含む仕訳 
X1 年 6/1（購入時） 
 （借）売買目的有価証券 100 （貸）現   金 100 
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X1 年 12/31（決算時） 
 （借）その他有価証券 10 （貸）有価証券評価益 10 
 （借）有価証券評価益 10 （貸）包括損益 10 
X2 年 1/1（期首） 
 （借）有価証券評価益 10 （貸）その他有価証券 10 
 ここで，その他有価証券の勘定残高は，取得原価である￥100 に戻ることになる。 
X2 年 12/31（決算時） 
 （借）その他有価証券 15 （貸）有価証券評価益 15 
 （借）有価証券評価益 5 （貸）包括損益 5 





X3 年 1/1（期首） 
 （借）有価証券評価益 15 （貸）その他有価証券 15 
 ここで，その他有価証券の勘定残高は，再び取得原価である￥100 に戻ることになる。 
X3 年 5/31（売却時） 
 （借）現金 140 （貸）売買目的有価証券 100 
   （貸）有価証券評価益 15 
   （貸）有価証券売却益 25 
X3 年 12/31（決算時） 
 （借）有価証券売却益 25 （貸）損益 25 
 （借）損益 25 （貸）包括損益 25 
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そこで， 
X3 年 5/31（売却時） 
 （借）現金 140 （貸）売買目的有価証券 100 
   （貸）有価証券売却益 40 
X3 年 12/31（決算時） 
 （借）有価証券売却益 40 （貸）損益 40 
 （借）損益 40 （貸）包括損益 40 



















第 3 節 包括利益計算書の作成プロセスの問題点 
――企業会計基準書第 25 号を参考として―― 
 わが国における包括利益に関する会計基準は，ASBJ と IASB によるコンバージェンス・
プロジェクトとして「財務諸表の表示」に関する審議の中で、議題として取り上げられた。 
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そして，ASBJ は，企業会計基準第 25 号『包括利益の表示に関する会計基準』を 2010 年












第 1 期 X1 年 6 / 1  その他有価証券￥100 を現金で購入した。  
  12 / 31  決算日につき決算整理仕訳と決算仕訳を行った。ただし，そ
の他有価証券の時価は，￥110 であった。 
第 2 期 X2 年 12 / 31  決算日につき決算整理仕訳と決算仕訳を行った。ただし，そ
の他有価証券の時価は，￥125 であった。 
第 3 期 X3 年 5 / 31  その他有価証券を￥140 で売却した。 
  12 / 31  決算日につき決算整理仕訳と決算仕訳を行った。 
(1) 第 1 期 
 第 1 期目の仕訳と財務諸表は，次の通りである。 
X1年 6/1 （購入時）      
 （借） その他有価証券 100  （貸） 現金 100 
 12/31 （決算時）      
 （借） その他有価証券 10  （貸） その他有価証券評価差額金 10 
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 この例では，まず X1 年 6 月 1 日において，売買目的で有価証券を購入する。そして，











(2) 第 2 期 
 第 2 期目の仕訳と財務諸表は次の通りである。 
X2年 1/1 （期首）      
 （借） その他有価証券評価差額金 10  （貸） その他有価証券 10 
 12/31 （決算時）      
 （借） その他有価証券 25  （貸） その他有価証券評価差額金 25 
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 X2 年 1 月 1 日に，前期から繰り越されたその他有価証券差額金の再振替を行う。そし
て，X2 年 12 月 31 日には，その他有価証券の時価は￥125 となっているので，その他有









導法により作成されないという点で，財務表とは言いがたいことは，第 1 期と同様である。 
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 (3) 第 3 期 
 第 3 期目の仕訳と財務諸表は次のとおりである。 
X3年 1/1 （期首）      
 （借） その他有価証券評価差額金 25  （貸） その他有価証券 25 
 5/31 （売却時）      
 （借） 現金 140  （貸） その他有価証券 100 
      有価証券売却益 40 
 



















 X3 年 1 月 1 日には，前期から繰り越されたその他有価証券差額金の再振替を行う。そ
して，X3 年 5 月 1 日にその他有価証券は売却され，代金との差額は，売却益￥40 として
計上される。X3 年 12 月 31 日に，売却益は，損益勘定に振り替えられ，当期純利益の一
部となり，損益計算書に記載されることになる。そして，この売却益を含む当期純利益は，
貸借対照表でも記載されることになっている。 
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 第 2 期と同様で，期首にその他有価証券差額金の再振替を行っているため，その他有価
証券は，取得原価へと簿価が戻っている。そのためその他有価証券が売却された際の売却
益￥40 が損益勘定を経て当期純利益として計上されるわけであるが，前期までの利益であ
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第 4 節 包括利益計算書の作成モデルの一考察 
4.1 リサイクリングしない場合の包括利益計算書作成モデル 
  ここでは，その他の包括利益についてリサイクリングしない場合を考察する。 
【取引例 3-3】 
 X1 年 6 / 1 売買目的有価証券￥100 を現金で購入した。 






 X2 年 5 / 31 売買目的有価証券を￥140 で売却し，現金を受け取った。 





【取引例 3-3 によるリサイクリングしない場合の仕訳】 
X1 年 6/1（購入時） 
 （借）売買目的有価証券 100 （貸）現   金 100 
X1 年 12/31（決算時） 
 （借）売買目的有価証券 10 （貸）有価証券評価益 10 
 （借）売上 200 （貸）包括損益 210 
 （借）有価証券評価益 10 （貸）包括損益 10 
 （借）包括損益 160 （貸）仕入 110 
   （貸）営業費用 40 
   （貸）営業外費用 10 
 （借）包括損益 50 （貸）所有主持分 50 
 （借）閉鎖残高 850 （貸）売買目的有価証券 110 
 （借）閉鎖残高 740 （貸）諸資産 740 
 （借）諸負債 300 （貸）閉鎖残高 850 
 （借）所有主持分 550 （貸）閉鎖勘定 550 
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X2 年 1/1（期首） 
 （借）売買目的有価証券 110 （貸）開始残高 850 
 （借）諸資産 740 
 （借）開始残高 850 （貸）諸負債 300 
   （貸）所有主持分 550 
X2 年 5/31（売却時） 
 （借）現金 140 （貸）売買目的有価証券 110 
   （貸）有価証券売却益 30 
X2 年 12/31（決算時） 
 （借）有価証券売却益 30 （貸）包括損益 280 
 （借）売上 250 
 （借）包括損益 200 （貸）仕入 120 
   （貸）営業費用 60 
   （貸）営業外費用 20 
 （借）包括損益 80 （貸）所有主持分 80 
 （借）閉鎖残高 930 （貸）諸資産 930 
 （借）諸負債 300 （貸）閉鎖残高 930 
 （借）所有主持分 630 （貸）閉鎖勘定 550 





【図 3-7】取引例 3-3 による X1 年度の包括損益勘定 
 
  包括損益   
  仕 入 110 売 上 200   
  営 業 費 用 40 有 価 証 券 評 価 益 10   
  営 業 外 費 用 10       
  所 有 主 持 分 50       
   210    210   
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【表 3-13】取引例 3-3 における X1 年度の包括利益計算書 
 
さらに，X2 年 5/31 において，売買目的有価証券は売却され，その売価￥140 と売買目
的有価証券勘定の帳簿価額￥110 との差額￥30 は，有価証券売却益として計上される。こ
の有価証券売却益は X2 年 5/31（売却時）または X2 年 12/31（決算時）に包括損益勘定へ
振替えられる。そして，包括損益勘定から包括利益計算書が作成される。 
【図 3-8】取引例 3-3 における X2 年度の包括損益勘定 
  包括損益   
  仕 入 120 売 上 250   
  営 業 費 用 60 有 価 証 券 売 却 益 30   
  営 業 外 費 用 20       
  所 有 主 持 分 80       
   280    280   
【表 3-14】取引例 3-3 におえける X2 年度の包括利益計算書 
  包括利益計算書(X2 年 1/1～12/31)   
  売 上 原 価 120 売 上 250   
  営 業 費 用 60 有 価 証 券 売 却 益 30   
  営 業 外 費 用 20       
  包 括 利 益 80       







 ここでは，リサイクリングの過程をより理解するために 3 期分の取引例 3-4 により，そ
  包括利益計算書(X1 年 1/1～12/31)   
  売 上 原 価 110 売 上 200   
  営 業 費 用 40 有 価 証 券 評 価 益 10   
  営 業 外 費 用 10       
  包 括 利 益 50       
   210    210   




 X1 年 1 / 1 資産￥800，負債￥300，所有主持分￥500 とする。 
  6 / 1 その他有価証券￥100 を現金で購入した。 








 X3 年 5 / 31 その他有価証券を￥140 で売却し，現金を受け取った。 




【取引例 3-4 によるリサイクリングする場合の仕訳】 
X1 年 6/1（購入時） 
 （借）その他有価証券 100 （貸）現   金 100 
X1 年 12/31（決算時） 
 その他有価証券の評価を行う。 
 （借）その他有価証券 10 （貸）有価証券評価益 10 
 この有価証券評価益は，未実現であるので包括利益計算書へ計上される，こととなる。 
 （借）売上 200 （貸）損益 200 
 （借）損益 160 （貸）仕入 110 
   （貸）営業費用 40 
   （貸）営業外費用 10 
 （借）損益 40 （貸）包括損益 40 
 （借）有価証券評価益 10 （貸）包括損益 10 
包括損益勘定の残額は，所有主持分の増減を表すので，包括損益勘定の残額を所有主持
分勘定へ振り替える。 
 （借）包括損益 50 （貸）所有主持分 50 
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よってこの時，損益勘定と包括損益勘定は次のようになる。 
【図 3-9】取引例 3-4 における X1 年度の損益勘定と包括損益勘定 
  損        益   
  仕 入 110 売 上 200   
  営 業 費 用 40        
  営 業 外 費 用 10        
  包 括 損 益 40        
   200     200   
 
  包 括 損  益   
  所 有 主 持 分 50 損 益 40   
     有 価 証 券 評 価 益 10   






 （借）所有主持分 10 （貸）有価証券評価累計額 10 
この時，所有主持分勘定は次のようになる。 
【図 3-10】取引例 3-4 における X1 年度の所有主持分勘定と有価証券評価累計額勘定 
  所有主持分   
  有価証券評価累計額 10 前 期 繰 越 500   
  次 期 繰 越 540 包 括 損 益 50   
   550  550   
 
 有価証券評価累計額  
 X1 年 12/31 次 期 繰 越 10 X1 年 12/31 所 有 者 持 分 10  
よって，閉鎖残高勘定へ振替える仕訳は，次のようになる。この時の閉鎖残高の勘定を
示す。 
 （借）閉鎖残高 850 （貸）その他有価証券 110 
 （借）閉鎖残高 110 （貸）諸資産 740 
 （借）諸負債 300 （貸）閉鎖残高 850 
 （借）所有主持分 540 （貸）閉鎖残高 10 
 （借）有価証券評価累計額 10 
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【図 3-11】取引例 3-4 における X1 年度の閉鎖残高勘定 
  閉鎖残高   
  諸 資 産 740 諸 負 債 300   
  そ の 他 有 価 証 券 110 有 価 証 券 評 価 累 計 額 10   
     所 有 主 持 分 540   
    850  850   
 
この時の，損益計算書，包括利益計算書，貸借対照表を示せば次のようになる。 
【表 3-15】取引例 3-4 における X1 年度の損益計算書 
  損益計算書（X1 年 1/1～12/31）   
  売 上 原 価 110 売 上 高 200   
  営 業 費 用 40        
  営 業 外 費 用 10        
  当 期 純 利 益 40        
   200     200   
 
【表 3-16】取引例 3-4 における X1 年度の包括利益計算書 
  包括利益計算書（X1 年 1/1～12/31）   
  当 期 包 括 利 益 50 当 期 純 利 益 40   
     有 価 証 券 評 価 益 10   
    50  50   
 
【表 3-17】取引例 3-4 における X1 年度の貸借対照表 
  貸借対照表（X1 年 12/31）   
  諸 資 産 740 諸 負 債 300   
  そ の 他 有 価 証 券 110 有 価 証 券 評 価 累 計 額 10   
        所 有 主 持 分 500   
        当 期 純 利 益     
        当期包括利益  50    
        当期未実現利益 △10 40   
       850   850   
  
X2 年 1/1（期首） 
 （借）有価証券評価益 110 （貸）開始残高 850 
 （借）諸資産 740 
 
 （借）開始残高 850 （貸）諸負債 300 
 （借）開始残高 10 （貸）所有主持分 540 
 （借）開始残高 10 （貸）有価証券評価累計額 10 




 （借）有価証券評価益 10 （貸）その他有価証券 10 
X2 年 12/31（決算時） 
 その他有価証券の評価を行う。 
 （借）その他有価証券 15 （貸）有価証券評価益 15 
 
収益と費用の勘定残高を損益勘定へ振替える。 
 （借）売上 220 （貸）損益 220 
 （借）損益 185 （貸）仕入 120 
   （貸）営業費用 50 
   （貸）営業外費用 15 
 
損益勘定残高と有価証券評価益勘定の残額を，包括損益勘定に振替える。 
 （借）損益 35 （貸）包括損益 40 
 （借）有価証券評価益 5 
 
【図 3-12】取引例 3-4 における X2 年度の損益勘定と包括損益勘定 
  損        益   
  仕 入 120 売 上 220   
  営 業 費 用 50        
  営 業 外 費 用 15        
  包 括 損 益 35        
   220     220   
 
  包 括 損  益   
  所 有 主 持 分 40 損 益 35   
     有 価 証 券 評 価 益 5   
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【図 3-13】取引例 3-4 における X2 年度の所有主持分勘定と有価証券評価累計額勘定 
  所有主持分   
  有価証券評価累計額 5 前 期 繰 越 540   
  次 期 繰 越 575 包 括 損 益 40   
   580  580   
 
 有価証券評価累計額  
 X1 年 12/31 次 期 繰 越 10 X1 年 12/31 所 有 主 持 分 10  
 X2 年 12/31 次 期 繰 越 15 X2 年   1/1 前 期 繰 越 10  
     X1 年 12/31 所 有 主 持 分 5  
    15   15  
 
よって，閉鎖残高勘定へ振替える仕訳と閉鎖残高勘定は，次のようになる。 
 （借）閉鎖残高 890 （貸）諸資産 775 
 （借）閉鎖残高 110 （貸）その他有価証券 115 
 （借）諸負債 300 （貸）閉鎖残高 890 
 （借）有価証券評価累計額 15 （貸）閉鎖勘定 550 
 （借）所有主持分 575 （貸）閉鎖勘定 550 
【図 3-14】取引例 3-4 における X2 年度の閉鎖残高勘定 
  閉鎖残高   
  諸 資 産 775 諸 負 債 300   
  そ の 他 有 価 証 券 115 有 価 証 券 評 価 累 計 額 15   
     所 有 主 持 分 575   
    890  890   
この時の，損益計算書，包括利益計算書，貸借対照表を示せば次のようになる。 
【表 3-18】取引例 3-4 における X2 年度の損益計算書 
  損益計算書（X2 年 1/1～12/31）   
  売 上 原 価 120 売 上 高 220   
  営 業 費 用 50        
  営 業 外 費 用 15        
  当 期 純 利 益 35        
   220     220   
【表 3-19】取引例 3-4 における X2 年度の包括利益計算書 
  包括利益計算書（X2 年 1/1～12/31）   
  当 期 包 括 利 益 40 当 期 純 利 益 35   
     有 価 証 券 評 価 益 5   
    40  40   
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【表 3-20】取引例 3-4 における X2 年度の貸借対照表 
  貸借対照表（X2 年 12/31）   
  諸 資 産 775 諸 負 債 300   
  そ の 他 有 価 証 券 115 有 価 証 券 評 価 累 計 額 15   
        所 有 主 持 分 540   
        当 期 純 利 益     
        当期包括利益  40    
        当期未実現利益 △5 35   
       890   890   
 
X2 年 1/1（期首） 
 （借）有価証券評価益 115 （貸）開始残高 890 
 （借）諸資産 775 
 （借）開始残高 890 （貸）諸負債 300 
 （借）開始残高 10 （貸）所有主持分 575 
 （借）開始残高 10 （貸）有価証券評価累計額 15 
X3 年の期首に置いて，「有価証券評価累計額」勘定の残高を参照し，「その他有価証券」
勘定残高を取得原価に，振り戻す。 
 （借）有価証券評価益 15 （貸）その他有価証券 15 
 
X2 年 5/31（売却時） 
 （借）現金 140 （貸）売買目的有価証券 100 
   （貸）有価証券売却益 40 
 この時，未実現であった有価証券累計額は，実現することにより所有主持分から分離し
ていた有価証券評価累計額勘定残高を所有主持分勘定へ振り戻す。 





 （借）組替調整額 15 （貸）有価証券評価益 15 
 
- 117 - 
 
X3 年 12/31（決算時） 
 （借）有価証券売却益 40 （貸）損益 290 
 （借）売上 250 
 （借）損益 205 （貸）仕入 125 
   （貸）営業費用 60 
   （貸）営業外費用 20 
 （借）損益 85 （貸）包括損益 85 
 さらに，組替調整額は，過年度の業績の額であるので，包括損益から差し引くために転
記を行う。 
 （借）包括損益 15 （貸）組替調整額 15 
  
【図 3-15】取引例 3-4 における X3 年度の損益勘定と包括損益勘定 
  損        益   
  仕 入 125 売 上 250   
  営 業 費 用 20 有 価 証 券 売 却 益 40   
  営 業 外 費 用 20       
  包 括 損 益 85       
   290    290   
 
  包 括 損  益   
  組 替 調 整 額 15 損 益 85   
  所 有 主 持 分 70      
   85   85   
 なお，所有主持分勘定と，有価証券評価累計額勘定は次のようになる。 
【図 3-16】取引例 3-4 における X3 年度の所有主持分勘定と有価証券評価累計額勘定 
  所有主持分   
  次 期 繰 越 660 前 期 繰 越 575   
      有 価 証 券 評 価 累 計 額 15   
      包 括 損 益 70   
     660  660   
 
 有価証券評価累計額  
 X1 年 12/31 次 期 繰 越 10 X1 年 12/31 所 有 主 持 分 10  
 X2 年 12/31 次 期 繰 越 15 X2 年   1/1 前 期 繰 越 10  
     X1 年 12/31 所 有 主 持 分 5  
    15   15  
 X3 年 5/31 所 有 主 持 分 15 X3 年   1/1 前 期 繰 越 15  
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よって，閉鎖残高勘定へ振替える仕訳と閉鎖残高勘定は，次のようになる。 
 （借）閉鎖残高 960 （貸）諸資産 960 
 （借）諸負債 300 （貸）閉鎖残高 960 
 （借）所有主持分 660 （ 
【図 3-17】取引例 3-4 における X3 年度の閉鎖残高勘定 
  閉鎖残高（X3 年 12/31）   
  諸 資 産 960 諸 負 債 300   
     所 有 主 持 分 660   
    960  930   
 
よって，損益計算書，包括利益計算書，貸借対照表は次のようになる。 
【表 3-21】取引例 3-4 における X3 年度の損益計算書 
  損益計算書（X3 年 1/1～12/31）   
  売 上 原 価 125 売 上 高 250   
  営 業 費 用 60 有 価 証 券 売 却 益 40   
  営 業 外 費 用 20       
  当 期 純 利 益 85       
   290    290   
【表 3-22】取引例 3-4 における X3 年度の包括利益計算書 
  包括利益計算書（X3 年 1/1～12/31）   
  組 替 調 整 額 15 当 期 純 利 益 85   
  当 期 包 括 利 益 70      
   85   85   
【表 3-23】取引例 3-4 における X3 年度の貸借対照表 
  貸借対照表（X3 年 12/31）   
  諸 資 産 960 諸 負 債 300   
        所 有 主 持 分 575   
        当 期 純 利 益     
        当期包括利益  70    
        過年度実現利益 15 85   











第 5 節 小括  






























 1）岩崎 [1997]では，金融の自由化によって「大部分の金融商品について，これを公正価値（fair value）
で評価していこうというのが，世界的な潮流となりつつある」（86 頁）と指摘している。 
 2）この問題の一つに，クリーン・サープラス問題がある。現在では，FASB および IASB による会計基
準では，クリーン・サープラスを保つために，包括利益計算書として表示することが制度化されてい
る。しかしながら，日本においては，今だ解決にいたっていない。 
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第 2 節 結論として 
――現代の企業会計の会計システムと測定構造―― 




設定システム」という 4 つのサブシステムからなるのである。それを図示すれば，図 4-1
のようになる。 
【図 4-1】 現代の会計システムの基本的構造 
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【図 4-2】 資金収支勘定と包括損益勘定を含む勘定体系の概略図 
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 2）IAS 第 1 号 par.10。 
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補章 九州における金融業の発達と帳簿の構造 
― 天領日田の広瀬家「積書」を中心として ― 
 






















































第 2 節 九州天領の成立とその役割 
 九州の当時の政権における直轄地は，1593 年（文禄 2 年），大友吉統が改易の際，その
領地であった豊後を豊臣政権の直轄地（太閤蔵入地）に編入したことより始まる。そして，
その役割は，九州の地の支配のためではなく，食糧の供給地としての役割を担っていた（杉
本勲[1976] 193 頁，195 頁）。 





はなく大名預り方式により運営されていた（杉本勲[1976] 185 頁）。 
そして，徳川政権が徳川秀忠のもとで一元化されていくにつれて，大名統制が強化されて




る直轄地支配が始まるのである（杉本勲[1976] 187 頁）。 
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て，年貢増徴政策が進められることとなった。 
 天領日田では，1735 年（享保 20 年）に入部した岡田代官期に，年貢増徴政策として新
法が 1745 年（延享 2 年）に実施される。この新法とは，「（一）定免制と有毛検地方を基
軸に，（ニ）蔵床・永荒等の引高をなくして毛付高とし，（三）新たに古田畑の切添，新開
見取田畑の高入地，楮畑，および百姓自分山，刈敷地に対して運上を賦課するとともに，
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躍的に発展し，七代源兵衛（南窓）のときまでに語用達・大名貸・献金などによって扶持













年）田代銀会所の経営，1849 年（嘉永 2 年）福岡藩生蠟会所の経営，1852 年（嘉永 5 年）
田代生蠟会所の経営，1859 年（安政 6 年）再度の府内藩莚会所の経営を引き受けるなどし
て活躍した人物である。 
その他にも広瀬久兵衛は，塩谷日田郡代に願い出て，1823 年（文政 6 年），農業用水路









 ここでは，嘉永 2 年と嘉永 3 年の「積書」について見てみたい。まず，これらの「積書」
は，図 5-2 のような表紙があった後，図 5-3，図 5-4 のように，貸した金額を「貸」とし
て，預かった金額を「預」として記録してある。そして，「貸」，「預」の頁ともに，それぞ
【図 5-1】広瀬家と取引の九州諸藩 
（野口[1976] 42-43 頁の諸藩をあげている。） 



































































































































































































































































































































































































【図 5-4】「預」の記入 【図 5-5】合計の記入 
※太字は，朱記 
【図 5-3】「貸」の記入 
































【表 5-1】嘉永 2 年（1849）の「積書」 





























ているのである。例えば，嘉永 3 年の利益は，嘉永 3 年の残である 145 貫 438 匁 7 分か
ら嘉永 2 年の 143 貫 959 匁 8 分 9 厘を差し引いて，1 貫 478 匁 8 分 1 厘としている。 
江戸時代において，貸借対照表を外部に開示する制度はない。例えば，現代の簿記会計
【表 5-2】嘉永 3 年（1850）の「積書」 




















































ないし記号システムのことを指す（杉本典之[1989] 21-24 頁，杉本典之[1991] 45-49 頁）。なお，木
戸田力氏は，これに加えて，現代のグローバル化した経済社会における国際的な会計基準設定の動向




























雑な両替相場の出現となり，両替商を活躍させる原因となった」（小野[1977] 140 頁）としている。 
















本勲[1976] 187 頁）されたと説明している。 
13）杉本勲[1976]では，天領日田の支配体系について，詳しく述べられている（杉本勲[1976] 194-200 頁）。
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